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業務実績等報告書

地方独立行政法人宮城県立こども病院

資料１０



中期目標期間（令和４年度～令和７年度）項目別評価総括表

項目（評価項目）

小項目
自己
評価

評価
結果

自己
評価

評価
結果

自己
評価

評価
結果

自己
評価

評価
結果

自己
評価

評価
結果

自己
評価

評価
結果

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
イ 　高度で専門的な医療への取組及び政策医療の
　　 適切な実施

― Ａ ― Ａ ― Ａ ― Ａ

ロ　総合的な療育サービスの提供 ― Ｂ ― Ａ ― Ａ ― Ａ

ハ　クリニカルパスの活用 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

ニ　退院サマリーの作成 Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ

ホ　在宅療養・療育への移行支援の推進 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

ヘ　小児リハビリテーションの充実 ― Ａ ― Ａ ― Ｂ ― Ｂ

ト　成人移行期支援の推進 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ Ａ

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
イ　 情報発信の強化と関係機関等との連携推進

　　（イ） 情報発信の強化 ― Ｂ ― Ｂ ― Ａ ― Ｂ

　　（ロ) 関係機関等との連携推進 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ

ロ　救急医療の充実

　　（イ） 周産期・小児医療の救急医療への対応 ― Ａ ― Ａ ― Ａ ― Ａ

　　（ロ) 救急医療体制の充実に向けた検討 ― Ａ ― Ａ ― Ａ ― Ａ

ハ　新興感染症等への対応 ― Ｂ ― Ｂ ― Ａ ― Ｂ

　　（３）患者・家族の視点に立った医療・療育の提供　 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
イ　 分かりやすい説明と相談しやすい環境づくり ― Ａ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

ロ　患者の価値観の尊重 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

ハ　セカンドオピニオンの適切な対応 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
イ 　医療倫理の確立 ― Ｂ ― Ａ ― Ａ ― Ｂ

ロ　医療安全対策の充実 Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

ハ　院内感染防止対策の充実 Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ
― Ａ ― Ａ ― Ｂ ― Ａ

　 イ　療育サービスの充実 Ｃ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ

ロ　障害のあるこどもとその家族の地域生活の支援 ― Ａ ― Ｂ ― Ｂ ― Ａ

ハ　短期入所及び体調管理入院の充実 ― Ｂ ― Ａ ― Ａ ― Ａ

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
― Ｂ ― Ｂ ― Ａ ― Ａ

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ Ａ Ｄ Ｂ

　　（３）患者と家族の心理的援助及び社会的問題等への支援 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

― Ｂ ― Ａ ― Ｂ ― Ａ

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

　 イ　臨床研修医や専攻医の育成 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

ロ　専門医の育成 ― Ｂ ― Ａ ― Ｂ ― Ｂ

ハ　職員の資質向上への支援 ― Ｂ ― Ａ ― Ａ ― Ａ

イ　地域医療支援病院としての研修事業 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

ロ　療育拠点施設としての研修事業 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ

― Ａ Ａ Ａ ― Ａ Ａ Ａ ― Ａ Ａ Ａ ― Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
暫定評価

期間
中期目標

期間

評価
項目

評価
項目

評価
項目

評価
項目

評価
項目

評価
項目

評価
項目

評価
項目

　　（１）質の高い医療・療育の提供　

評価
項目

評価
項目

評価
項目

評価
項目

定量
目標

評価

定性
取組
自己
評価

定量
目標

評価

定性
取組
自己
評価

定量
目標

評価

定性
取組
自己
評価

定量
目標

評価

定性
取組
自己
評価

第１　中期計画の期間

第２　県民に対して提供するサービスその他の業務の質の
　　　 向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

　 １　診療事業及び福祉事業

　　（２）治験の推進

　　（２）地域への貢献

　　（４）患者が安心できる医療・療育の提供　

　 ２　療育支援事業

　　（１）療育支援体制の充実

　　（２）在宅療養・療育支援の充実　

　 ３　成育支援事業

　　（１）成育支援体制の充実

　　（２）こどもの成長・発達への支援

　　（４）病院ボランティア活動の充実と支援

　 ４　臨床研究事業

　　（１）臨床研究の推進

　　（３）臨床研究支援体制の充実

　 ５　教育研修事業

　　（１）質の高い医療・療育従事者の育成　

　　（２）地域に貢献する研修事業の実施　　

　 ６　災害時等における活動



項目（評価項目）

小項目
自己
評価

評価
結果

自己
評価

評価
結果

自己
評価

評価
結果

自己
評価

評価
結果

自己
評価

評価
結果

自己
評価

評価
結果

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
暫定評価

期間
中期目標

期間

評価
項目

評価
項目

評価
項目

評価
項目

評価
項目

評価
項目

評価
項目

評価
項目

評価
項目

評価
項目

評価
項目

評価
項目

定量
目標

評価

定性
取組
自己
評価

定量
目標

評価

定性
取組
自己
評価

定量
目標

評価

定性
取組
自己
評価

定量
目標

評価

定性
取組
自己
評価

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ａ

　 ２　業務運営の見直し及び効率化による収支改善 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

イ　病床の効率的な利用の推進による収支改善
　　 【困難度：高】

Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

ロ　医療機器の効率的な利用の推進による収支改善 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

― Ａ ― Ａ ― Ａ ― Ａ

　 イ　医療材料・医薬品等の適切な管理による節減 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ａ

ロ　適正な職員配置及び業務委託の見直しによる節減 Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ

ハ　修繕費の節減 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

ニ　ＥＳＣＯ事業の推進による節減 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

― Ｂ ― Ａ ― Ｂ ― Ｂ

第４　予算，収支計画及び資金計画 Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ
第５　短期借入金の限度額 ／ ／ ／ ／

Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ

第８　剰余金の使途

第９　積立金の処分に関する計画

第10　料金に関する事項

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

Ｃ Ｂ 6月Ｄ
3月Ａ

Ｂ 6月Ａ
3月Ａ

Ｂ Ｂ Ｂ

― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

― Ａ Ａ Ａ ― Ａ Ａ Ａ ― Ｂ Ｂ Ｂ ― Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
― Ａ Ａ Ａ ― Ｂ Ｂ Ｂ ― Ｂ Ｂ Ｂ ― Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

＜判定基準（宮城県）＞

　　（２）収益確保の取組

第３　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成する
　　　 ためにとるべき措置

　 １　効率的な業務運営体制の確立

　　（１）効率的・効果的な組織の構築

　　（２）業務運営体制の強化

　　（３）職員の参画等による業務運営

　　（１）医療資源の有効活用　

　 ３　情報セキュリティ対策に関する計画

　　（３）業務運営コストの節減等　

　　（４）財務分析の実施

　　（５）外部評価の活用等

第６　出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の
 　　　処分に関する計画
第７　前記の財産以外の重要な財産を譲渡し，又は担保に
　　　 供する計画

第11　その他業務運営に関する重要目標を達成するために
 　　　 とるべき措置

　 １　人事に関する計画

　　（１）人事に関する方針

　　（２）人材育成に関する方針

　　（３）適切な人事評価の実施

　 ２　職員の就労環境の整備

・ 定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の100％以上

　 ４　医療機器・施設整備に関する計画

　　（１）医療機器・施設整備計画

　　（２）医療情報システムの効率的活用

　　（３）大規模修繕計画

【Ｓ】　：　当該法人の業績向上努力により，中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる

・ 定量的指標の対中期計画値（又は対年度計画値）が110％以上で，かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合，又は定量的指標の対中期計画値（又は対年度計画値）が100％以上
で，かつ困難度が「高」とされており，かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合

・ 定量的指標で評価できない項目についてはS評価なし

【Ａ】　：　当該法人の業績向上努力により，中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる

・ 定量的指標の対中期計画値（又は対年度計画値）が110％以上，又は定量的指標の対中期計画値（又は対年度計画値）が100％以上で，かつ困難度が「高」とされている場合

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を上回る場合

【Ｂ】　：　中期計画における所期の目標を達成していると認められる

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を満たしておらず，業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認められる場合を含む，抜本的な業務の見直しが必要な
場合

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を満たしている場合（「Ａ」に該当する事項を除く）

【Ｃ】　：　中期計画における所期の目標を下回っており，改善を要する

・ 定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を満たしていない場合（「Ｄ」に該当する事項を除く）

【Ｄ】　：　中期計画における所期の目標を下回っており，業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める

・ 定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の80％未満，又は業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認められる場合



中期目標期間（令和４年度から令和７年度）の業務実績

前文 前文

１ 理念
　宮城県立こども病院（以下「当院」という。）を整備する際
に宮城県（以下「県」という。）が策定した「宮城県小児総
合医療整備基本構想・基本計画」に掲げられた基本理念
と法人の理念のもとに，東北唯一の小児専門病院として
更なる発展を目指し，病院運営に努めていく。
(1) 宮城県小児総合医療整備基本構想・基本計画の基本
理念
　すべての子どもにいのちの輝きを
(2) 病院の理念
　私たちは，こどもの権利を尊重し，こどもの成長を育む
心の通った医療・療育を行います。
　私たちは，高度で専門的な知識と技術に支えられた，良
質で安全な医療・療育を行います。

２ 使命
(1) こども病院は，県の小児専門医療及び小児リハビリ
テーションの核として，また，東北地方唯一の高度で専門
的な小児医療を提供する病院として，急性期から慢性期
に至るまでの高度な医療・療育サービスを総合的かつ効
果的に提供する役割をより積極的に果たす。
(2) 安定した診療体制の構築と県内医療・福祉・教育機関
との役割分担及び連携の強化を進め，医療・療育の需要
に的確に対応するとともに，効率的な業務運営体制の確
立を図る。

３ 基本方針
(1) チーム医療・成育医療及び総合的な療育プログラムを
実践し，温かい医療・療育を行います
(2) こどもの成長・発達に応じたきめ細やかな医療・療育を
行い，自立の心を育みます。
(3) 一人ひとりの成長・発達に寄り添い，安全で潤いのあ
る療養・療育環境を整えます。
(4) 小児医療と療育の中核施設として，地域の関係機関と
連携し，患者や家族の地域での生活を支えます。
(5) こどもや家族と診療・療育内容の情報を共有し，情報
公開に努めます。
(6) 自己評価を行い，外部評価を尊重するとともに，業務
の改善や効率化を図り，健全経営に努めます。
(7) 臨床研究及び人材の育成を推進し，医療・療育水準
の向上に貢献します。
(8) 職員の就労環境を整備するとともに，職員の知識・技
術の習得を支援します。

【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

　宮城県立こども病院（以下「こども病院」という。）
は，宮城県（以下「県」という。）の「小児専門医療の
核」と位置付けられ，周産期・小児医療分野における
高度医療を集約的に提供するとともに，県全体の小
児医療水準の向上を図るために平成１５年１１月に開
院，平成１８年４月に地方独立行政法人に移行した。
また，平成２７年４月には，「宮城県拓桃医療療育セ
ンター」と経営統合し，翌平成２８年３月に同センター
の機能を引き継いだ医療型障害児入所施設「宮城県
立拓桃園」をこども病院内に開所した。これにより，小
児周産期の急性期から慢性期，リハビリテーション，
在宅医療までを一貫して担う医療・福祉施設として新
たな形での運営が開始された。
　平成３０年度から令和３年度までの第４期中期目標
期間においては，小児人口の減少，医療の高度化や
医療ニーズの多様化に加え，新型コロナウイルス感
染症の世界的流行が医療体制に甚大な影響を及ぼ
した。地方独立行政法人宮城県立こども病院（以下
「法人」という。）は，このような医療・社会状況におい
て経営の安定化と収支改善に努めつつ，県の感染症
対策の重点医療機関として小児新型コロナウイルス
感染症診療を担ってきた。新型コロナウイルス感染症
は，高い感染力を持つ変異株の出現により，安定的
収束までには，なお時間を要するものと懸念される。
　このため，第５期中期目標においては，医療環境の
変化に柔軟に対応できる診療体制の充実に努めてい
くことが必要であり，地方独立行政法人としての自主
性や自立性を生かして，効率的な業務運営体制の確
立への取組が求められる。また，急性期を乗り越えた
難病患者の日常的な医療ケアの支援や在宅医療の
充実が求められるほか，成人移行期支援の重要性が
より高まってきている。これらのニーズに対応していく
ためには，地域の関係機関との連携を深める取組等
が必要であり，県が推進している持続可能な開発目
標「ＳＤＧｓ」に通じるものである。
　法人は，東北唯一の小児周産期・高度専門医療施
設として，高度医療及び総合的な療育を安定的かつ
継続的に提供していくことが求められる。

　地方独立行政法人宮城県立こども病院（以下「法人」と
いう。）は，宮城県知事から指示された法人が達成すべき
業務運営に関する目標（以下「中期目標」という。）の達成
に向けて，医療型障害児入所施設「宮城県立拓桃園」を
協働的に運用し，高度で専門的な医療及び総合的な療育
を提供し，医療・療育の水準の維持・向上に貢献する。
　社会状況と医療環境の変化は著しく，小児の疾病構造
は変化しており，日常的な医療ケア，在宅医療，そして成
人移行期支援の必要度が高まっている。また，新型コロナ
ウイルス感染症は，小児医療にも大きな影響を及ぼして
いる。法人は，新型コロナウイルス感染症の入院機関，診
療・検査機関としての役割を果たしつつ，本来の医療・療
育を維持していくことが求められている。
　このような状況において，法人は，果たすべき役割と社
会的ニーズを見定め，多職種協働，柔軟な発想で，患者
及びその家族と地域社会のために，医療・療育の安定的
かつ継続的な提供に取り組むものとする。
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【計画本文記載の「指標」の達成状況 】

1 クリニカルパス適用率

毎年度，５０％以上

2 退院サマリー作成率

毎年度，９０％以上

3

毎年度，前年度以上

4 紹介率

毎年度，８０％以上

5 患者満足度調査の実施回数

毎年度，１回以上

6

毎年度，２回以上

7

毎年度，２回以上

8 有期有目的入所者数（実人数）

毎年度，１００人以上

9 集中治療系の保育人数

毎年度，前年度以上

10 臨床研究実施件数

毎年度，１７０件以上

11 地域医療研修会開催回数

毎年度，１２回以上

12 療育支援研修会開催回数

毎年度，１回以上

13 病床利用率

14 医業収益に占める人件費比率

毎年度，７０％以下

15 経常収支比率

毎年度，１００％以上

16 医業収支比率

毎年度，６８％以上

17 障害者雇用率

８３．８％ （６月）７６．２％
（３月）１２７．３％

中期計画 ３．６２％ ２．９９％

中期目標期間中に８０％以上

毎年度，法定雇用率を達成

１２７．６％

１９回

１５８．３％

１回

１００．０％

６５．７％

８２．１％

７８．５％

８９．２％

１００．０％

１００．０％

２．１８％

指標 Ｒ４

６４．０％

１２８．０％

９８．０％

１０９．０％

１１７人

１３６．０％

９１．８％

１１４．８％

１回

１００．０％

３回

１５０．０％

２回

６６．８％

８３．５％

１４６．２％

９５．３％

１１９．１％

１回

１００．０％

３回

１５０．０％

２回

１００．０％

９９人

９９．０％

１，１４４人

１３３．８％

ｶｳﾝﾄ変更前１８６人
（変更後２１７人）

医療安全対策に関する全体研修の回数

１００．０％

８６人

８６．０％

８５５人

２１１．６％

達 成 率 １２９．３％ １０６．８％

達 成 率 １００．０％ １００．０％

６７．９％ ６９．５％

達 成 率 ９９．９％ １０２．２％

中期計画 ９４．９％ ９７．０％

達 成 率 ９４．９％ ９７．０％

９３．４％

９３．４％

６６．７％

９８．１％

中期計画

（６月）１．９８％
（３月）３．３１％

６８．６％

１００．９％

中期計画 １回 １回

達 成 率 １００．０％

中期計画 ８２．１％ ８２．９％

達 成 率 ８５．３％ ８４．４％

中期計画 ６９．３％ ６７．６％

達 成 率 ８６．６％ ８４．５％

８３．８％

８３．５％

ｶｳﾝﾄ変更前１７８人
（変更後２０８人）

１２２．４％

１８回

達 成 率 １０７．０％ １１４．０％

５９．９％

１１９．８％

中期計画 １０７人

中期計画 ２３１件 ２６３件

中期計画 １，１２５人 ７５５人

達 成 率 ９８．３％ ６７．１％

２回

中期計画 ３回

６４．８％ ６８．４％

達 成 率

院内感染対策に関する全体研修の回数

９７．２％

１０８．０％

１７１人

成人移行期支援外来受診患者数（実人数）

１１４人

達 成 率 １３５．９％ １５４．７％

１００．０％

中期計画 １７回 １７回

達 成 率 １４１．７％ １４１．７％

中期計画 ２回

１５０．０％

１回

１００．０％

中期計画 ２２１人 １９０人

達 成 率 １２９．２％ ８６．０％

中期計画 ９７．０％ ９６．６％

Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

中期計画

中期目標期間（令和４～７年度）業務実績

１２９．６％ １３６．８％

業務実績の参考となる指標等

３回

達 成 率 １５０．０％ １５０．０％

９６．３％ ９７．０％

達 成 率 １２０．４％ １２１．３％

中期計画 １回 １回

達 成 率 １００．０％ １００．０％

中期計画

達 成 率 １０７．８％ １０７．３％
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

第１ 中期目標の期間 第１ 中期計画の期間

１　診療事業及び福祉事業 １　診療事業及び福祉事業

(1) 質の高い医療・療育の提供(1) 質の高い医療・療育の提供   

　診療体制の維持・充実や施設認定の維持・取得，先
進医療等，高度で専門的な医療・療育に取り組み，周
産期・小児医療，療育水準の向上に努め，政策医療
を適切に実施するとともに，医療型障害児入所施設と
しての責務を果たし，総合的な療育サービスの提供
に取り組むこと。

　
　

イ　高度で専門的な医療への取組及び政策医療の適切
な実施
　当院の特徴や強みを生かし，高度で専門的な医療に取
り組み，診療体制の維持と更なる充実を図る。また，施設
認定の維持・取得，先進医療の推進等，周産期・小児医
療水準の向上に努め，県の政策医療を適切に実施する。

◇ 高度で専門的な医療への取組
状況はどうか。

◇ 診療体制の維持と更なる充実へ
の取組状況はどうか。

◇ 周産期・小児医療水準の向上に
努め，県の政策医療を適切に実施
しているか。

　診療事業及び福祉事業については，県の周産期・
小児医療，療育に関する施策及び県民のニーズの変
化を踏まえつつ，成育医療と療育の理念に基づく高
度で専門的な医療及び総合的な療育の提供を図ると
ともに，地域の関係機関等と連携し，地域に貢献する
こと。
　患者及びその家族の視点に立った医療・療育を集
約的に提供し，患者が安全で質の高い医療・療育を
安心して受けることのできる体制の構築に取り組むこ
と。
　なお，他の小児病院等や過年度実績との比較を行
い，病院全体又は診療科ごとに数値目標を策定し，
目標達成に向けて的確な業務の遂行に当たること。

　診療事業及び福祉事業については，県の周産期・小児
医療及び療育に関する施策や県民のニーズの変化を的
確に受け止め，利用者である県民に対して，成育医療や
療育の理念に基づく高度で専門的な医療及び総合的な療
育を集約的に提供するとともに，地域の関係機関等と連
携し，地域に貢献する。
　提供するサービスの質の向上を図る観点から，病院全
体あるいは各部門の数値目標を定め，その達成に向けて
業務を遂行する。

　令和４年４月１日から令和８年３月３１日までの４年
間とする。

　令和４年４月１日から令和８年３月３１日までの４年間と
する。

第２　県民に対して提供するサービスその他の業務
の質の向上に関する目標

第２　県民に対して提供するサービスその他の業務の質
の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

第１ 中期計画の期間 【院長による新型コロナウイルス感染症対応に関する職員通知】

　・　令和２年３月から令和４年９月にかけて，６１回発信

【新型コロナウイルス感染症への取組例】

　・　新型コロナウイルス感染症対策本部の会議開催

　・　重点医療機関，入院協力医療機関としての病床確保　

　　　（重症，重症以外／ＰＩＣＵ，本館４階病棟，代替室リラックスルーム）

　・　陽性患者・疑い患者入院受入れ

　・　診療・検査医療機関としての診療及び検査の実施

　・　院内ＰＣＲ検査の実施

　・　帰国者・接触者外来設置機関としての検体採取の実施

１　診療事業及び福祉事業

　・　救急外来での感染対応（発熱患者に対するフルＰＰＥ対応やＰＣＲ検査導入）

　・　感染対策上必要な個人防護具等の調達（補助金の活用）

　・　ワクチン接種の実施

　・　新型コロナウイルス感染症防疫作業手当を対象業務従事職員に支給　

【新型コロナウイルス感染症関連の施設認定】

　新型コロナウイルス感染症重点医療機関（令和２年４月１日から）

　インフルエンザ流行期に備えた発熱患者の「診療・検査医療機関」（令和２年１０月１日から）

　帰国者・接触者外来（令和２年１２月から）

(1) 質の高い医療・療育の提供

【施設認定（新規）】

【受託事業】

受託事業名

【チーム医療】

【薬物治療の安全確保・質の向上に向けた取組】

【病床利用率，入院患者数，外来患者数等】　

　令和４年４月１日から令和８年３月３１日までの４年間とする。

　ＤＩニュース発行 １２回 １２回

　薬剤管理指導実施件数 １，７６０件 １，９３８件

　薬物血中濃度解析 ３７件 １３１件

１，８０５件

５８件

１２回

薬剤部事業 令和4年度 令和6年度

　抗がん剤の調製 １，０１０件 ８４４件

　栄養サポートチーム（ＮＳＴ），呼吸管理サポートチーム（ＲＳＴ），緩和ケアチーム（ＰＣＴ），
　性分化疾患（ＤＳＤ）チーム，成人移行期支援チーム（ＴＳＴ），感染制御チーム（ＩＣＴ），
　抗菌薬適正使用支援チーム（ＡＳＴ）ほか

宮城県アレルギー疾患連携推進事業（アレルギー疾患医療拠点病院関係）

外来１日平均患者数 ３８３．２人 ３７６．０人３７３．５人

令和5年度

６８６件

○　ＮＩＰＴを実施する医療機関（基幹施設）（令和４年度～）
○　ＮＩＰＴを実施する医療機関（連携施設）８施設（令和４年度以降毎年度増）
○　経皮的心房中隔欠損閉鎖術施設（令和４年度～）
○　経皮的動脈管閉鎖術施設（令和４年度～）
○　日本炎症性腸疾患学会ＩＢＤ指導施設（令和６年度～）
○　第一種協定指定医療機関（令和６年５月２３日）　※医療措置協定関係
○　第二種協定指定医療機関（令和６年５月２３日）　※医療措置協定関係
○　母体保護法指定医師研修連携施設（令和７年３月１日）

アレルギー疾患患者等に対し，アレルギー疾患に関する適切な知識の普及を目的
とした講習会等を行う。（原則年２回）

事業内容

延外来患者数 ９２，７２５人 ９１，３８１人

平均在院日数 １１．４日 １１．３日

入院１日平均患者数 １５８．３人 １６７．１人

令和5年度

６６．８％

５８，９３６人

４，８４０人

１６１．０人

１１．１日

９１，１３７人

５７，７８５人 ６１，００２人

新規入院患者数 ４，６６１人 ４，９７５人

令和4年度 令和6年度

病床利用率 ６５．７％ ６９．３％

延入院患者数

　・　電話診療の実施

　県の新型コロナウイルス感染症対策における入院協力医療機関（令和２年２月２８日から）

第２　県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためにとるべき措置

　診療事業及び福祉事業については，県の周産期・小児医療及
び療育に関する施策や県民のニーズの変化を的確に受け止め，
利用者である県民に対して，成育医療や療育の理念に基づく高
度で専門的な医療と総合的な療育を集約的に提供するとともに，
地域の関係機関等と連携し，地域貢献の充実を図った。
　新型コロナウイルス感染症への対応については，状況の変化
に柔軟に対応しながら病院一丸となって取り組んだ。令和５年５
月，５類移行による転換期を迎えたことにより，必要な感染対策
を継続しながらも，当院本来の役割である地域の小児医療・療育
を守り継続することへ重点をシフトし取り組んだ。

イ　高度で専門的な医療への取組及び政策医療の適切な実施
○　小児高度専門病院として当院本来の高度で専門的な医療に
取り組んだ。
○　コロナ禍においては感染リスク管理を徹底しながら，重点医
療機関等の役割を果たした。
○　新たな施設認定を右記のとおり取得した。
○　脳死下臓器提供については，院外の関係会議や研修会に参
加したほか，院内においても，対応事案発生を想定して，勉強
会，事務局員会議を開催した。
○　循環器センター構想の一環として，令和５年５月からリカバ
リー室新設工事を施工し，令和５年１２月から使用開始した。
○　医療・薬物治療の安全確保と質の向上のため，薬剤師の専
門性を生かして取り組んだ。（入退院センターとの連携により，術
前休薬が必要な患者への説明状況の確認，休薬開始時期に患
者への電話連絡ほか）

令和7年度

６７．６％

５９，４９９人

５，３００人

１６３．０人

１０．２日

８９，２１７人

３６８．６人

令和7年度

５４２件

２，４９９件

１１３件

１２回
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

ニ　退院サマリーの作成
　患者の退院後の継続した診療を円滑にし，質の向上を
図るため，退院後，速やかな退院サマリーの作成に努め
る。
【指標】
退院後２週間以内の退院サマリー作成率を毎年度，９
０％以上とする。

◇ 退院サマリーの作成について，
指標を達成しているか。

【指標】
退院後２週間以内の退院サマリー
作成率を毎年度，９０％以上とす
る。

　医療の標準化を図るため，クリニカルパス の活用を
推進すること。また，退院サマリー について，退院
後，速やかな作成に努めること。
【指標】
①　クリニカルパスの適用率を毎年度，５０％以上と
すること。（前中期目標期間実績：平成３０年度４４.
８％，令和元年度４９.８％，令和２年度５９.６％）

ハ　クリニカルパスの活用
　医療の標準化，看護の均質化等を図るため，クリニカル
パスの作成，活用を推進し，クリニカルパス適用率の向上
を図る。
【指標】
クリニカルパスの適用率を毎年度，５０％以上とする。

◇ クリニカルパス適用率につい
て，指標を達成しているか。

【指標】
クリニカルパス適用率を毎年度，５
０％以上とする。

ロ　総合的な療育サービスの提供
　障害のあるこどもの保護，日常生活の指導，独立自活
に必要な知識技能の付与及び治療という医療型障害児
入所施設としての責務を果たし，障害のあるこどもが，障
害を克服し，生活していくために必要な能力を身につけら
れるよう，総合的な療育サービスを提供する。

◇ 医療型障害児入所施設としての
責務を果たし，総合的な療育サー
ビスを提供している
か。
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

【契約入所関係】

　内）有期有目的入所者数（B）

有期有目的入所者割合（B/A）

平均在院者数（拓桃館８１床全体）

【短期入所（ショートステイ）の受入れ状況】

短期入所

　（ショートステイ） 延利用日数

【一般入院及び体調管理入院の受入れ状況】

一般入院 入所者数

延入所者数

内）　体調管理入院 利用者数

延利用者数

【ＣＯＰＭ評価】（４月以降に契約入所，年度内に退院した作業療法指示のあるケース対象）

遂行度

満足度

【クリニカルパスの運用状況】

Ａ

Ｂ

Ａ/Ｂ

※ ショートステイ，正常新生児除く。

【新規作成クリニカルパス】

【退院後２週間以内の退院サマリー作成率】

退院患者数

※ 退院患者数　：　短期入所，正常新生児を除く

５２．５人

４，４６２件

４７人 ５６人

退院時評価実施人数 ４１人

３５件

２３９人

１，９２４人 ３，８１６人

令和5年度

９７．２％

令和6年度

３８９人

令和5年度

１０５人

３８３日

令和6年度

平均＋３．６

平均＋４．０

平均＋３．４

平均＋３．９

２５６人

４，５８５人

４，７１６人

作成率 ９８．０％ ９７．０％

４，６０４件

４，５５２人 ４，７４５人

令和4年度 令和6年度

２週間以内作成件数

２，５７１人

２５９人

パス総数

※ 用語の定義「ＣＯＰＭ（カナダ作業遂行測定）」　：　生活機能または日常生活スキルの中で，本人
または家族が主観的に重要と位置付ける作業課題を選択したうえで，その課題に対する本人また
は家族の遂行度と満足度をみる尺度である。３．０以上の場合，良好と判断される。

５，３８６人 ５，７３５件

パス適用率 ６４．０％

１１３件 １５６件

適用件数     ３，４４６件 ３，７１９件

患者数  

令和5年度

１２１件

３，３３２件

６４．８％

令和4年度

５，５６２人

５９．９％

新規作成パス（電子カルテ） ２２件

ハ　クリニカルパスの活用
○　現行の電子カルテシステムにおけるクリニカルパスの運用上
の課題をクリニカルパス委員会で抽出し，適応基準，除外基準の
設定及びバリアンスの見直し等に取り組んだ。［Ｒ４］
○　医療の標準化，看護の均質化等を図るため，現行のクリニカ
ルパスの見直しや運用基準等の整備を行い，新規クリニカルパ
ス作成可能な診療科へ着手した。［Ｒ６］
○　電子カルテパスに移行していなかった紙パスについて，新規
作成に重点的に取り組んだ結果，例年より多くの電子カルテパス
を作成することができた。また，作成したパスを運用した結果，パ
ス適用率は良化した。［Ｒ６］
○　患者用クリニカルパスの対象を拡大し，入退院センターにお
ける入院前説明でのパスの活用を図った。［Ｒ７］

【クリニカルパス適用率】
Ｒ４：対中期計画128.0％，対年度計画128.0％
Ｒ５：対中期計画119.8％，対年度計画119.8％
Ｒ６：対中期計画129.6％，対年度計画129.6％
Ｒ７：対中期計画136.8％，対年度計画136.8％

令和4年度 令和6年度

延利用者数 ８３人 １４２人

延利用日数 １５，７０９日 １９，１６４日

４８．９人

令和4年度 令和5年度

５６人

１，０１２人 １，０９４人

令和4年度 令和6年度

１，０６１人

令和5年度

５６人

４７人

４４２人 ４５３人

２４５日 ４８８日

入院時現状評価実施人数

１８，５１９日

５０．６人

７８．８％ ８４．９％

退所者数 １１３人 １２７人

１０９人 １２６人

８６人 １０７人

新規入所者数（A）

令和5年度

１１８人

令和4年度 令和6年度

９９人

８３．９％

１１３人

※ 用語の定義「有期有目的入所」：医療型障害児入所施設における地域生活に向けた一定期間
の集中的な入所。これを評価する報酬の上乗せ設定がある。
※ 延利用日数=利用者×入院日数の合計

ロ　総合的な療育サービスの提供
○　医療型障害児入所施設「宮城県立拓桃園」として，拓桃館内
の療養型病棟と医療型病棟を運営するとともに，医療法に基づく
「病院」として，医療・療育を提供した。
○　ＣＯＰＭ評価については，毎年度，遂行度，満足度ともに良
好な実績が得られた。
○　ペアレントトレーニングについては，親子入所付き添い保護
者に対する定期的なグループワーク，親子入所以外の契約入所
の保護者に対する個別トレーニング（こどもの特徴に合わせたト
レーニング）を行った。
○　ＰＳＩ（育児ストレスインデックス）については，親子入所付き添
い保護者のストレス度を点数化し，親子入所の効果を検証する
ため取り組んだ。研究期間を平成２９年５月から令和４年３月まで
として結果をまとめ，令和６年９月の東北・北海道肢体不自由児
施設療育担当者研修会で発表した。保護者のストレス度は低減
している。
○　虐待防止・身体拘束適正化委員会を中心に，虐待防止に向
けた報告体制の周知に取り組んだ。
　病院機能評価の講評・意見交換を踏まえ，身体拘束同意書の
仕様を見直した。
　虐待防止・身体拘束適正化委員会と医療安全推進室が連携
し，身体拘束適正化に向けた院内ラウンド（６月以降，月１回）を
実施し，指導した。［Ｒ６］
　虐待防止・身体拘束適正化研修を踏まえ，マニュアル等を見直
し，研修の機会を活用して周知した。令和８年度の診療報酬改定
に向けて身体拘束適正化の体制を見直し，「身体拘束適正化に
関する基本指針」及び「虐待防止・身体拘束適正化委員会設置
要綱」の改訂に着手した。［Ｒ７］
○　措置入所について，在宅での養育困難なケースを受け入れ
た。仙台市発達支援総合センター（アーチル）と連携し，地域へつ
なげられるよう，随時ケース会議を行うなど，情報共有に努め
た。

ニ　退院サマリーの作成
○　患者の退院後，院内の関係診療科，他の医療機関及びケア
施設等の間で効率的に情報を共有し，患者の治療・ケアを適切
に連携・継承できるよう，速やかな退院サマリーの作成に努め
た。

【退院サマリー作成率】
Ｒ４：対中期計画109.0％，対年度計画109.0％
Ｒ５：対中期計画108.0％，対年度計画108.0％
Ｒ６：対中期計画107.8％，対年度計画107.8％
Ｒ７：対中期計画107.3％，対年度計画107.3％

令和7年度

１２８人

１１４人

８９．０％

１２６人

１９，２３４日

５７．６人

令和7年度

２３３人

８００日

令和7年度

４８６人

３，５４６人

３２６人

１，４１６人

令和7年度

７０人

７０人

平均＋３．５

平均＋３．６

令和7年度

１８７件

４，１５６件

６，０７８件

６８．４％

令和7年度

令和7年度

令和4年度 令和5年度 令和6年度

８件 ８件

平均＋３．８

平均＋３．７

４，８３４件

５，００８人

９６．６％
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

（新設）
　成人移行期医療について，県及び医療・療育機関
等と連携して，成人期を迎える患者の成長・発達に応
じた移行支援に取り組むこと。
【指標】
②　成人移行期支援外来受診患者数（実人数）を毎
年度，前年度以上の実績とすること。（前中期目標期
間実績：令和２年度８３人）

へ　小児リハビリテーションの充実
　急性期から慢性期の患者に対し，そのライフステージに
応じた生活機能の向上・改善のため，効果的かつ十分な
リハビリテーション治療の実施に努める。

ト　成人移行期支援の推進
　県及び医療・療育機関等と連携して，成人期を迎える患
者の成長・発達に応じた成人移行期支援に取り組む。
【指標】
成人移行期支援外来受診患者数（実人数）を毎年度，前
年度以上の実績とする。

◇ 成人期を迎える患者の成長・発
達に応じた成人移行期支援に取り
組んでいるか。

【指標】
成人移行期支援外来受診患者数
（実人数）を毎年度，前年度以上の
実績とする。

◇ 急性期から慢性期の患者に対
する効果的かつ十分なリハビリ
テーション治療の実施に努めてい
るか。

　急性期を脱し，継続的な治療を必要とする患者のた
めの，在宅での療養・療育への移行支援や小児リハ
ビリテーションの十分な実施に取り組むこと。

ホ　在宅療養・療育への移行支援の推進
　急性期治療後の病棟移行や在宅療養・療育への円滑な
移行に向けて，多職種協働で，退院・退所後を見据えて
退院支援計画等を作成し，患者及びその家族が安心して
療養・療育できる地域の環境を整備するなどの取組を推
進する。

◇ 急性期治療後の病棟移行や在
宅療養・療育への円滑な移行に向
けて，退院支援計画等を作成し，院
内関係部局等が連携した環境整備
等に取り組んでいるか。
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

【会議開催状況】

隔月１回

【在宅療養に移行した医療的ケア児（者）数】　

内訳

【リハビリテーション実施　単位数（入院）】 （単位）

作業療法

【リハビリテーション実施　単位数（外来）】 （単位）

作業療法

※ 「１単位」：患者に対して２０分以上個別療法として行う訓練。診療報酬上の定義。

ト　成人移行期支援の推進 【成人移行期支援外来受診患者数】

」

実人数

延人数

【成人移行期支援研修会】

患者家族向け（お話シリーズ等）

医療者向け（地域医療研修会）

【受託事業 ： 宮城県成人移行支援センター関係】

受託事業名

事業内容

宮城県成人移行支援体制整備事業

医療機関情報の収集・整理，小慢患者等・家族及び医療機関に対する相談支援及
び情報提供，講演会・研修会の開催

２，０１７ ３，１７８

在宅療養支援部会

地域家族支援部会

１２，３０２ １５，９３６

令和4年度

令和5年度末

１６２人

１１５人

４７人

令和5年度

１５，６０３

令和5年度

１７１人

２７４人 ３２１人

令和4年度 令和6年度

１１７人 ２２１人

３０５人

相談件数 院内外合計　Ｒ６年度３２９件，Ｒ７年度５３９件

２，７２６

令和5年度

３，１２７ ３，７１３

言語聴覚療法

理学療法

令和4年度

５，６８７

言語聴覚療法

外来で導入 ２７人 ４４人

入院から移行 １０３人 ９９人

令和6年度

理学療法

４，７３３

令和4年度末

１４３人

５，８５５

１３０人

月１回

令和6年度末

在宅療養移行人数

在宅支援運営委員会 隔月１回

令和4年度 令和5年度 令和6年度

０回 １回 １回

ホ　在宅療養・療育への移行支援の推進
○　急性期治療後の病棟移行や在宅療養・療育への円滑な移行
に向けて，多職種協働で，退院・退所後を見据えて退院支援計
画等を作成している。
　療育支援部，在宅支援運営委員会，ケース会議等による入院
早期からの取組を継続し，また，入院時から退院を見据えた支援
を計画的に行えるよう，入退院センターでの退院支援計画の立
案を推進した。
○　退院カンファレンスについては，ハイブリッド形式（オンライ
ン，対面）で開催する体制を構築し，双方の形式の利点を活用し
ている。
○　地域の訪問看護師や相談支援専門員と患者家族が，退院
前に病院内で面会し，早期から信頼関係構築できるような取組
について，新型コロナウイルス感染症の５類移行後に再開し，拡
充した。また，退院前後訪問を再開した。［Ｒ５～］
○　宮城県成人移行移行センター兼務スタッフと入退院センター
スタッフ間の情報共有や連携により，成人移行を見据えた支援
や移行期の支援に取り組んだ。［Ｒ７］

ヘ　小児リハビリテーションの充実
○　急性期から慢性期の患者に対し，生活の質の改善・向上を
目的に，発達段階やライフステージに応じたリハビリテーションを
実践した。
○　理学療法では，ＰＩＣＵやＮＩＣＵの重症新生児の姿勢管理や
発達促進，脳性麻痺や小児整形外科疾患の術後理学療法を実
施した。また，入院・外来患者の生活に必要な座位保持装置や
車椅子作製に対応した。
　ＳＭＡの治療薬（ゾルゲンスマ）投与後の評価とリハビリテー
ションを実施した。ＰＩＣＵにおける早期離床リハビリテーション加
算の取得に向けて，シミュレーション等を行い，令和７年度から加
算の運用を開始した。
　ＤＭＤ（デュシェンヌ型筋ジストロフィ症）の治験評価を継続し
た。選択的後根切断術では術前評価・手術中の触診・術後療法
の役割を担った。
○　作業療法では，新生児期から継続的に発達評価，発達支援
を実施し，こどもの発達とそれを支える家族支援を行った。慢性
期の入院患者には，患者と家族の主訴を聴取して具体的目標を
設定した。適応に課題のある患者と家族に対し，作業療法評価
や介入方法を提案した。日常生活や学習の支援に，ＩＣＴ，手作り
教材や自助具などの導入や紹介を行った。片麻痺児の上肢機能
評価の認定を取得，片痺の作業療法が充実した。筋電義手の導
入に介入した。スプリント作成を積極的に行った。
　ＮＢＡＳの研修を受け，新生児病棟入院児の発達支援に生かし
た。ＣＩ療法を実施し，ＣＯＰＭで満足度の確認を行った。［Ｒ４］
　ＨＡＢＩＴやＣＩ療法を当院版に再構築し，そのプログラムを用い
て実践した。［Ｒ５］
○　言語聴覚療法では，食事に関する療法，コミュニケーション
や言語発達に関する療法を行った。ＮＩＣＵや循環器疾患の入院
患者への哺乳評価や後天性疾患の摂食機能の再獲得に関する
処方が多い。偏食や幼児期の吃音に対応できる機関が少なく，
多くの処方があった。偏食について，入院にて多職種で情報共有
しながら支援することで効果が得られている。院内外の講師，新
生児科医と協働してダウン症児離乳食講座を行った。
○　家族や地域への情報発信として，摂食や感覚の捉え方等に
ついて，作業療法士が，研修会の開催，リーフレット（「生活と遊
び」「やさしい自助具」）の作成，ホームページへの掲載を通じて
行った。［Ｒ４］
○　研修会受講後の情報共有，デモ体験会，臨床実習性の受入
れ，外来見学の受入れ及び講師派遣等に取り組んだ。

○　成人移行支援について，院内の支援体制の充実に取り組む
とともに，県及び関係機関等と連携して，成人期を迎える患者の
成長・発達に応じた成人移行支援に取り組んだ。
○　重症心身障害児者や医療的ケア児者を対象とした患者向け
講演会，当院職員及び他の医療関係施設を対象とした研修会を
開催した。
○　慢性疾患患者が自分の病気やその他の医療情報について
理解を深め，自己管理することを支援するために作成した患者
携帯手帳「みやちるノート」の運用を開始した。［Ｒ６］
○　県から委託を受け，「宮城県成人移行支援センター」を開設
した。センターのＷＥＢサイトを作成するとともに，相談窓口とし
て，ＷＥＢフォーム及び自動応答電話システムを用いた電話相談
窓口を設置し，成人移行に関する様々な相談を受け付けた。［Ｒ
６］
○　患者団体が作成した，患者コミュニケーション能力向上を目
的とした「病院ノート」を，希望者に配付する体制を整えた。［Ｒ６］
○　関係機関との協議，訪問を通じて，情報共有を図った。［Ｒ７］
○　県内の泌尿器科診療所・病院を対象として，医療的ケアを有
する患者等の診療状況についてアンケート調査を実施した。［Ｒ
７］

【成人移行期支援外来受診患者数（実人数）】
Ｒ４：対中期計画136.0％，対年度計画136.0％
Ｒ５：対中期計画146.2％，対年度計画146.2％
Ｒ６：対中期計画129.2％，対年度計画129.2％
Ｒ７：対中期計画86.0％，対年度計画86.0％

令和7年度末

１２３人

８９人

３４人

令和7年度

１５，３９１

６，７８４

２，１８８

令和7年度

８，４８１

３，９３７

２，４３８

令和7年度

１９０人

２８１人

令和7年度

１回

１回１回 １回 １回

２，１６２

８，３８９

２，８９０

７，９４８

４，３２４

２，８９２

令和6年度

６，６７８
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

(2) 地域への貢献

（組替）

◇ こども病院の特徴，強みについ
て，県内外の医療・療育機関等に
対し，情報発信に努めているか。

(2) 地域への貢献

　法人の特徴や強みについて，医療・療育機関等に
対する情報発信の強化に努めるとともに，オンライン
等の活用により，各医療機関との病病・病診連携 や
療育関係機関との連携を推進すること。あわせて，紹
介率 ・逆紹介率 の維持・向上及び登録医療機関・登
録医との連携強化に努めること。
【指標】
紹介率を毎年度，８０％以上とすること。（前中期目標
期間実績：平成３０年度８７.５％，令和元年度８７.
６％，令和２年度９１.４％）

　
　

イ　情報発信の強化と関係機関等との連携推進
(イ)　情報発信の強化
　東北地方唯一の高度で専門的な小児医療を提供する病
院である当院の特徴や強みについて，県内外の医療・療
育機関等に対し，様々な媒体（ホームページ，診療案内，
電子メール等）を用い，情報の発信に努める。

◇ 県内外の医療機関との病病・病
診連携や療育関係機関との連携推
進に取り組んでいるか。

◇ 登録医療機関・登録医の連携推
進に努めているか。

◇ 紹介率について，指標を達成し
ているか。

【指標】
紹介率を毎年度，８０％以上とす
る。

(ロ)　関係機関等との連携推進
　東北地方唯一の高度で専門的な小児医療を提供する病
院としての役割・機能を果たすため，オンラインの活用等
により，県内外の医療機関との病病・病診連携や療育関
係機関との連携を推進する。
　地域医療支援病院として，登録医療機関・登録医との連
携推進や紹介率の維持・向上に努める。
【指標】
紹介率を毎年度，８０％以上とする。

9



中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

(2) 地域への貢献

【診療案内発行状況】

発行部数

【医療機関訪問】

令和4年度 院長及び実務担当者による岩手県内医療機関訪問

　１２月２日：岩手県立中央病病院，岩手医科大学附属病院

　１２月６日：岩手県立中部病院，岩手県立胆沢病院，岩手県立磐井病院

令和5年度 院長及び実務担当者による青森県内医療機関訪問

　１０月３０日：弘前大学医学部附属病院，青森市民病院，青森県立中央病院

　１０月３１日：三沢市立三沢病院，八戸市立市民病院

令和6年度 地域医療連携担当職員による福島県内医療機関訪問

　１１月５日：公立大学法人福島県立医科大学附属病院，南相馬市立総合病院，

　　　公立相馬総合病院

　１１月７日：一般財団法人太田綜合病院 太田西ノ内病院，いわき市医療センター

令和7年度 院長及び地域医療連携担当職員による山形県内医療機関訪問

　１１月２０日：米沢市立病院，公立置賜総合病院，鶴岡市立荘内病院

　１１月２１日：日本海総合病院，山形県立新庄病院，山形県立中央病院，

　　　 山形市立病院済生館

【登録医療機関，登録医】

登録医療機関

登録医

【紹介率，逆紹介率】

紹介率

逆紹介率

【逆紹介件数（Ｒ７）】

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

件数 203 207 170 212 190 238 280 244 225 214 218 329

【医療機関地域別紹介患者数】

宮城県

青森県

岩手県

紹介患者数総数

【県外からの外来・入院延患者数】

外来延患者数

入院延患者数

【地域医療研修会】

開催回数

【オンライン症例カンファレンス】

令和5年度 １ １

１ ３

１ １

令和6年度 １ １

令和7年度 １ １

【地域医療連携に関するアンケート】

令和5年度

回 答 率

１９回

５６．２％ ４９．０％ ５６．２％ ６９．２％

山形県 １６０人 １５４人

秋田県 ２６人４０人

１８３人

４９人

１０９人

令和5年度末

６７０機関

令和6年度

８９４人

令和5年度

９５．３％

令和5年度

１０６人 １００人

３，６８６人

９９人

９０人

令和4年度 令和6年度

９６．３％

内
訳

令和4年度

９１．８％

７２人

８７人

１２４人

９１０人

令和4年度末 令和6年度末

６７４機関 ６６７機関

３，６８０人 ３，９７９人

８８６人

８２人

令和4年度

１９５人 １４９人

福島県 １１０人 １１５人

令和6年度

４，４０４人４，４０９人 ４，６０５人

１８２人東北6県以外

８，０６８人 ９，１５９人

令和4年度

令和6年度

７，４４４人 ７，６３６人

令和5年度

令和5年度

７，３８２人

９，１６５人

イ　情報発信の強化と関係機関等との連携推進
(イ) 情報発信の強化
○　当院の特徴や強みについて，県内外の医療・療育機関に対
し，ホームページやメールを用いて情報の発信に努めた。
○　診療案内を発行し，発送した。より多くの医療関係者へ当院
の情報を届けることを目的として，「登録医」へ送付した。［Ｒ５～］
　また，「病院のこども憲章」及びフロアマップを追加するなど病
院案内としても活用できるように内容を見直した。［Ｒ５］
○　広報の組織体制を見直し，広報室を新設した。［Ｒ６］
○　当院の特徴や強みについて，ホームページ，ＳＮＳ，電子メー
ルに加えて，新たに，ニュースレター「Ｙｅｌｌ」を年４回発行して，更
なる情報発信に努めた。［Ｒ６～］
○　登録医療機関や関係医療機関関係者へ周知する案件につ
いては配信メールサービスを活用している。診療体制の変更案
内のほか，研修会開催についても迅速かつ効率的に周知した。
○　管理者（院長）や実務担当者による他県医療機関訪問を実
施した。各医療機関の病院長，小児科医師，地域医療連携室ス
タッフ等と面会し，当院のプレゼンテーションや意見交換を行い，
相談しやすい関係性の構築に努めた。
○　短期入所利用の申込みにおいて，ホームページのＷＥＢ
フォームを導入したことにより，患者の利便性向上につながった。
［Ｒ４］

（ロ) 関係機関等との連携推進
○　東北地方唯一の高度で専門的な小児医療を提供する病院と
しての役割機能を果たすため，県内外の医療機関との病病・病
診連携や療育関係機関との連携を推進した。
○　速やかな患者紹介につなげられるよう登録医療機関，登録
医の登録勧奨を行い，紹介率の維持・向上に努めた。
○　新型コロナウイルスワクチン接種事業の連携型接種施設とし
て，かかりつけ小児患者を中心に個別接種を行うとともに，ワク
チン接種後の副反応を疑う症状に対する専門的な医療機関とし
て他の医療機関からの相談・紹介に応じた。
○　地方等の医療機関の医師からの診断・治療などの相談につ
いて，当院の専門診療科医師と検討や意見交換を行う「オンライ
ン症例カンファレンス」の受付窓口をホームページ上に設置し対
応した。
○　医療連携の質向上に向けて，地域医療連携業務の見直しと
効率化を図ることを目的としたアンケート調査を，従来のアンケー
ト調査用紙に加えＷＥＢフォームを活用して実施した（３年に１回
実施）。また，あわせてアンケート調査用紙送付対象者に，メー
ルアドレスの登録を依頼し，Ｅメールを活用した連絡の浸透に努
めた。［Ｒ５］
○　令和７年６月に新設した運営戦略室において，地域医療連携
の強化の一環として逆紹介割合の向上・維持に取り組み，地域
医療支援病院に求められる逆紹介割合３０‰以上を達成するた
めに必要な逆紹介件数（月２００件以上）を，令和７年９月以降達
成・維持することができた。［Ｒ７］

【紹介率】
Ｒ４：対中期計画114.8％，対年度計画114.8％
Ｒ５：対中期計画119.1％，対年度計画119.1％
Ｒ６：対中期計画120.4％，対年度計画120.4％
Ｒ７：対中期計画121.3％，対年度計画121.3％

令和4年度 令和5年度 令和6年度

１，０００部 １，２００部 １，０００部

令和7年度

１，０００部

令和7年度末

６７４機関

８９０人

令和7年度

９７．０％

令和7年度

３，８００人

２０人

１２６人

１０８人

１２３人

４，３３６人

令和7年度

７，１９３人

８，８５５人

令和7年度

１７回

リウマチ・感染症科 山形県

１８回

対応診療科 依頼元医療機関所在地 実施回数 症例数

福島県

脳神経外科

秋田

山形

青森

消化器科

１７．８％

１６１件

１７回

９０５件

回答件数

依頼件数
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

（組替）

（新設）
　新興感染症等の公衆衛生上重大な危害が発生した
場合は，県の要請に応じ地域医療の確保に努めるこ
と。

ハ　新興感染症等への対応
　新興感染症等の公衆衛生上重大な危害が発生した場
合は，県の要請に応じ地域医療の確保に努める。

◇ 新興感染症等の公衆衛生上重
大な危害が発生した場合に，県の
要請に応じ地域医療の確保に努め
ているか。

(ロ)  救急医療体制の充実に向けた検討
　県における小児の救命率の向上，地域医療の充実への
貢献を図るため，小児集中治療の充実等，小児三次救急
体制に関し，県内の小児救急を担う医療機関との役割分
担及び協力体制についての検討を進め，その方向性を踏
まえながら当院の果たすべき機能・役割について関係機
関と協議を行う。
　小児重症患者の受入れ体制を強化するため，費用対効
果を分析し，具体的な検討を行う。

◇ 救急医療体制の充実に向けた
検討・協議を行い，県における小児
の救命率の向上，地域医療の充実
への貢献が図られているか。

◇ 小児重症患者の受入れ体制を
強化するため，費用対効果を分析
し，具体的な検討を行っているか。

　救急医療については，小児三次救急医療 の患者を
受け入れるとともに，仙台市小児科病院群輪番制事
業への参画，病院救急車の活用等を通じて，地域に
おいて必要とされる周産期・小児の救急医療の充実
を図ること。

ロ　救急医療の充実
(イ)  周産期・小児医療の救急医療への対応
　小児三次救急医療については，他の三次救急医療機関
と密接に連携し，病院救急車やヘリポートを活用して，県
内外の小児重症患者を広く受け入れる体制を構築すると
ともに，その実施に当たっての役割分担や連絡体制を整
備した上で，常時対応する。
　二次救急医療については，時間外救急診療体制の強化
を図るとともに，他の医療機関からの紹介転送や救急隊
からの搬入依頼に積極的に対応し，救急患者の受入れの
増加に努める。また，休日等における小児医療の確保の
ため，仙台市小児科病院群輪番制事業に引き続き参加
し，担当する。
　仙台市夜間休日こども急病診療所，石巻市夜間急患セ
ンター等への医師派遣を引き続き実施し，県の一次救急
医療に寄与する。
　地域周産期母子医療センターとして，周産期の救急医
療に適切に対応する。

◇ 小児三次救急医療について，他
の三次救急医療機関と密接に連携
し，県内外の小児
重症患者を広く受け入れる体制を
構築しているか。

◇ 小児三次救急医療の実施に当
たっての役割分担や連絡体制を整
備した上で，常時対応しているか。

◇ 小児二次救急医療について，時
間外救急診療体制の強化が図られ
ているか。

◇ 他の医療機関からの紹介転送
や救急隊からの搬入依頼に積極的
に対応し，救急患者の受入れの増
加に努めているか。

◇ 休日等における小児医療の確
保のため，仙台市小児科病院群輪
番制事業に参加しているか。

◇ 仙台市夜間休日こども急病診療
所等における診療への協力を実施
し，県の一次救急医療に寄与して
いるか。

◇ 地域周産期母子医療センターと
して，周産期の救急医療に適切に
対応しているか。
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

ロ　救急医療の充実 【救急患者数等】

(イ) 周産期・小児医療の救急医療への対応
救急患者数

　

【ＰＩＣＵ入室実績】

【迎え搬送実績】

【仙台市小児科病院群輪番制実績】

【仙台市夜間休日こども急病診療所，石巻市夜間急患センターへの派遣実績】

仙台市夜間休日こども急病診療所

石巻市夜間急患センター

【宮城県こども夜間安心コール事業　担当看護師延人数】

参加看護師数

【宮城県こども夜間安心コール事業　相談件数等】

準夜帯相談件数

深夜帯相談件数

※ 深夜帯相談件数は，委託業者が対応しており参考データ。

(ロ) 救急医療体制の充実に向けた検討 【ＰＩＣＵ一日平均患者数（平均利用病床数）】

ハ　新興感染症等への対応 【指導・応援事例】

令和5年度 角田市の保育所連合会の勉強会の講師

【医療措置協定】

協定に基づく措置

の内容

第一種，第二種（令和６年５月２３日指定）

【リラックスルーム（４５１号室）の運用変更（令和６年８月～）】

入室基準 第１優先：感染症患者（小児肺結核，空気感染対策を必要とする新興感染症等）

第２選択：（感染症患者が入室していない場合）在宅移行患者の家族指導，

　ターミナル期の面会フリー対応，産後ケアなど

協定指定医療機関の指定

病床確保，発熱外来，自宅療養者等への医療提供及び健康観察，
医療人材派遣

２２件

１件

１００回

令和6年度

２２回

６．３人

令和5年度

１０２人

１２，７４８件

６，７５４件

８件 ８件

１２回

○　月例の救急運営委員会において，救急患者受入れ不能事例
の集計と検討及び到着時心肺停止例・死亡例等の症例検討を
毎回行い，適切な患者受入れと救急医療の質の向上に努めた。
○　「アナフィラキシー対応マニュアル」及び「頭部外傷診療マ
ニュアル２０２２」，令和５年度に「救急カート管理マニュアル第１
版」を作成した。［Ｒ４］
○　神経科かかりつけ患者の救急対応を，神経科及び総合診療
科で協力して受け入れる体制を構築した。［Ｒ４］
○　リカバリー室新設工事を施行し，令和５年１２月から使用開
始した。［Ｒ５］
○　院内迅速対応システム（ＲＲＳ）・メディカルエマージェンシー
チーム（ＭＥＴ）を本稼働した。ＭＥＴコールが５６件発動され，い
ずれも患者の急変に迅速に対応して，重篤な状態となるのを未
然に防ぐことができた。［Ｒ６］
　ＭＥＴを起動できる職種を，医師・看護師のみから，リハビリ療
法士，臨床検査技師，診療放射線技師，事務職員に拡大した。
院内保育所での緊急対応に関しては，新たなフローを作成し，外
来看護師とＭＥＴにて対応することとした。［Ｒ７］
○　平日日中の救急搬送を４月から集中治療科医師が担当する
運用とした。これにより日中の救急搬送の応需率が向上した。［Ｒ
６］
○　全職員向けのＢＬＳ（一次救命処置）講習会を開催した。
○　拓桃館屋上のヘリポート修繕工事を９月から施工し，施工期
間中は代替ヘリポートを使用して，ヘリ搬送受入れの継続に努め
た。
○　仙台市消防局ヘリコプターによる患者搬送訓練を実施した。
○　病院ヘリポート安全講習を実施した。

６．１人

※ 令和２年度から新型コロナウイルス感染症患者（疑い例含む）用確保病床として原則空床運用し
てきたＰＩＣＵ-Ａ室については，平時の受入れに戻っている。

５．８人

令和6年度

令和4年度

令和6年度

ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ受入転出件数 ２件 ５件

内）休日運用件数 ０件 ０件

１，９２２件 ２，０４５件

２３人

令和4年度

令和5年度

年間担当回数

２５件

令和5年度

搬送件数

当院医師対応件数 ８件

１４，１１０件

１２，９０９件

１件

１１７人

７，６１６件

○　周産期・小児医療の三次救急医療機関としての役割を果た
すとともに，宮城県ドクターヘリの搬送先医療機関としての役割
を果たすため，県内外の小児重症患者の三次転送依頼に常時
対応した。また，ヘリ搬送を受け入れた。
○　迎え搬送を実施した。
○　東北大学小児科医局からの要請を受けて，当院の内科系医
師を仙台市立病院小児科当直へ月１回派遣し，仙台医療圏の小
児二次・三次救急医療の維持に寄与した。［Ｒ６］
○　二次救急医療について，近隣の一次医療機関からの紹介転
送や救急隊からの搬入依頼を積極的に受け入れた。仙台市消
防局による集計では，当院の救急搬送の応需率（全日）は，対象
３０医療機関中１～２位であり，高い応需率を維持した。
○　仙台市小児科病院群輪番制事業に引き続き参加し担当し
た。
○　仙台市夜間休日こども急病診療所，石巻市夜間急患セン
ター等に対する当院医師の派遣に引き続き協力し，県の一次救
急医療に寄与した。
○　「宮城県こども夜間安心コール事業」に参画し，当院の看護
職員を相談員として派遣した。専門的判断を必要とする相談事例
については，当院の一般当直医師が助言して小児科医後方支援
を行い，県の０．５次救急に寄与した。
○　コロナ禍においても，救急医療体制を維持し，受け入れた。
　新型コロナウイルス感染症による他院の小児入院・救急受入れ
制限に伴う当院の救急受診者数の増加に対応した。
　救急外来等において，新型コロナウイルス感染症患者（疑い例
を含む）対応を適切に行った。［Ｒ４］
○　ヘルパンギーナ，ＲＳウイルス感染症，アデノウイルス感染
症，インフルエンザ等の感染症の流行に伴う熱性けいれん等の
救急搬送及び救急受診の増加に対応した。［Ｒ５］

○　新興感染症等の公衆衛生上重大な危害が発生した場合は，
県の要請に応じ地域医療の確保に努めた。
○　新型コロナウイルス感染症の医療提供体制の整備に貢献し
たことを評価され，令和６年３月２６日付けで県知事から「感謝
状」を授与された。
○　感染症の専門職を配置している施設として，保育所や福祉
施設等への指導や応援について，地域等からの依頼に応じる体
制を維持し，依頼に対応した。
○　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律（感染症法）に基づく医療措置協定について，県と協議し，締
結した。［Ｒ６］
○　仙台市の感染症危機管理訓練と連動した感染症対応訓練を
院内で実施した。また，県主催の医療措置協定締結医療機関対
応訓練に参加し，新興感染症発生時の初動対応の机上訓練を
行った。
○　コロナ禍で改修工事を行った本館４階のリラックスルームに
ついて，感染症患者が優先的に入院できる病室とするため，医
療法上の用途変更，電子カルテや部門システムの設定変更等，
計画的に取り組み，令和６年８月から本館４階病棟に属する病室
として使用可能とした。

令和7年度令和4年度 令和5年度 令和6年度

１,９３１件

１,１４７件

４件

０件

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

PICU総入室症例数 ３０５件 ２８４件 ３４７件 ３８４件 ４４２件

内）救急外来から入室 ３０件 ３１件 ３６件 ４４件 ８２件

１，１２１件内）救急車搬送患者数 １，２７２件 １，０２５件

１，８２７件

内）転院搬送症例数 １８件 ２６件 ５０件 ６８件 ９４件

令和7年度

２５件

令和7年度

２３回

令和7年度

１０３回

１２回

令和7年度

１１９人

令和7年度

１２，５６４件

令和4年度

令和5年度

２３回 ２２回

令和4年度

１２回

令和6年度

令和6年度

令和5年度

１０２回

令和6年度

１３，３２８件

７，３５４件

１５件

令和7年度

５．５人

令和4年度 令和5年度

３４件

PＩＣＵ一日平均患者数
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

　さらには，主治医以外の専門医の意見を聞くことの
できるセカンドオピニオン の適切な対応に努めるこ
と。

ハ　セカンドオピニオンの適切な対応
　当院でのセカンドオピニオンを希望する患者を受け入れ
るとともに，他の医療機関でのセカンドオピニオンを希望
する患者を支援するなど，セカンドオピニオン希望者への
適切な対応に努め，患者及びその家族の医療・療育内容
の理解と治療の選択を支援する。

◇ セカンドオピニオンの実施・運用
状況はどうか。

　患者及びその家族のニーズを把握するため，患者
満足度調査を定期的に実施するなどし，病院運営の
見直し及び改善を図ること。また，意見，要望等につ
いては速やかに対応し，その内容について適宜，分
析・検討を行い，提供する医療・療育サービス内容の
改善を図ること。
【指標】
患者満足度調査を毎年度，１回以上実施すること。
（前中期目標期間実績：平成３０年度１回，令和元年
度１回，令和２年度１回）

ロ　患者の価値観の尊重
　患者及びその家族からの意見・要望等について迅速か
つ適切に対応するとともに，患者及びその家族の目線に
立った情報の提供に努め，医療・療育サービスの向上及
び改善に取り組む。
　患者満足度調査を実施し，その内容について適宜，分
析・検討を行い，患者及びその家族のニーズを踏まえた
改善に取り組む。
【指標】
患者満足度調査を毎年度，１回以上実施する。

◇ 患者や家族からの意見等に迅
速かつ適切に対応しているか。

◇ 患者満足度調査を実施し，調査
結果に基づいた改善に取り組んで
いるか。

【指標】
患者満足度調査を毎年度，１回以
上実施する。

◇ 患者及びその家族が医療・療育
の内容を適切に理解・納得し，治療
や検査を自己選択できる説明・相
談体制の充実や環境整備が図られ
ているか。

◇ 年齢に応じたインフォームド・コ
ンセントあるいはインフォームド・ア
セントの実施に努めているか。

◇ 患者相談窓口において総合的
な相談に対応しているか。

(3) 患者・家族の視点に立った医療・療育の提供 (3) 患者・家族の視点に立った医療・療育の提供

　医療従事者等による説明・相談体制を充実させ，環
境整備に努めるなど，患者及びその家族が医療・療
育の内容を理解し，治療の選択を自己決定できるよう
にするとともに，患者及びその家族の視点に立った医
療・療育サービスを提供すること。

イ　分かりやすい説明と相談しやすい環境づくり
　患者及びその家族が医療・療育の内容を適切に理解
し，納得した上で，治療や検査を自己選択できるよう説
明・相談体制を充実するとともに，説明・相談に適した環
境整備に努める。
　年齢に応じたインフォームド・コンセントあるいはイン
フォームド・アセントの実施に努める。
　患者及びその家族が抱える諸問題に対しては，患者相
談窓口において総合的な相談に対応するなど，その解
決・軽減に向けて支援する。
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

(3) 患者・家族の視点に立った医療・療育の提供

【患者相談窓口の相談件数】

患者相談窓口の相談件数

※ 令和４年度から，本来の相談が可視化できるように，カウントを見直している。

　（例） 予約や継続支援で対応した「在宅支援に関すること」「退院支援に関すること」 ，

「医療福祉（公費申請など）に関すること」のうち「入院前の医療費相談」を除外

【会議開催状況】

【入退院センターの取組例】

【投書件数】

投書件数

【患者満足度調査】

入院に関する患者満足度調査 平成３０年度から毎年度１回実施

【セカンドオピニオン外来利用状況】

実施件数

５件

２件

内）ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞからの投書

４件

令和5年度

３件 １３件

０件 ２件

新生児科1
脳神経外科2
発達診療科1

消化器科２
脳神経外科１
泌尿器科１

※ 用語の定義
　「セカンドオピニオン」　：　今かかっている医師（主治医）以外の医師に求める第２の意見

【他院へのセカンドオピニオン申込状況】

実施診療科

実施件数

令和4年度 令和6年度

４件

令和5年度 令和6年度

３件 ２件

問合せ後診療で対応した件数

問合せのみで終了した件数

令和5年度

８件

消化器科1
感染症科1
血液腫瘍科1
循環器科1
脳神経外科2
泌尿器科2

令和4年度 令和5年度

７１４件 ５８８件

患者サポートカンファレンス 週１回

１３３件

１５件１８件

令和6年度

８２件

イ　 分かりやすい説明と相談しやすい環境づくり
○　患者及びその家族が医療・療育の内容を適切に理解し，納
得した上で，治療や検査を自己選択できるよう，治療・検査説
明，入退院支援計画説明，入院診療計画説明，入所支援計画説
明等において担当者を決めて分かりやすく行うなど，説明・相談
体制を充実するとともに，説明・相談に適した環境の提供。
○　年齢に応じたインフォームド・コンセントあるいはインフォーム
ド・アセントの実施に努めた。
○　処置・検査前に発達段階や理解度に合わせ，分かりやすい
ツールを使用して説明を行い，できる限り見通しをもつことで不安
の軽減を図っている。また，その医療経験を通してこどもが対処
法を学ぶなど成長につながるように支援した。
○　患者及びその家族が抱える諸問題に対しては，患者相談窓
口において，助産師，看護師のほか，社会福祉士，小児看護専
門看護師，医療対話推進者の資格を持つ職員が総合的な相談
に対応するなど，関係部署と連携しながらその解決・軽減に向け
て支援を行った。
○　入退院センターでは，患者及びその家族の利便性の向上の
ため，右記のとおり取り組んだ。

ロ　患者の価値観の尊重
○　投書箱「院長さん　きいて！」等に寄せられる患者及びその
家族からの意見・要望等について，迅速かつ適切に対応を行っ
た。また，その内容について検討し改善状況を掲示するなど，客
観的かつ患者及びその家族に寄り添う回答の作成に努め，医
療・療育サービスの向上と改善に取り組んだ。意見等に対する回
答は，院内２か所の掲示板及びホームページ上に掲示した。
○　患者満足度調査については，毎年度実施した。過年度の結
果との比較・検討を行い，その結果を公表するとともに，職員・院
内関係者間で共有して，患者及びその家族のニーズを踏まえた
一層のサービス向上に取り組むこととしている。
○　意見への対応事例として，患者及びその家族のニーズに対
応するため，令和４年度に入院患者向け院内フリーＷｉ‐Ｆｉサービ
スの導入を検討し，令和５年６月にサービスの提供を開始した。
そして令和６年度に，これまで患者用として病棟内のみだった無
料Ｗｉ‐Ｆｉ環境を外来エリアにも拡大し，サービス向上を図った。
令和５年度には，病院利用者の食事の選択肢の充実を図るため
キッチンカーの出店を実現した。令和７年度には，屋上広場を改
修した。

【患者満足度調査の実施回数】
Ｒ４：対中期計画100.0％，対年度計画100.0％
Ｒ５：対中期計画100.0％，対年度計画100.0％
Ｒ６：対中期計画100.0％，対年度計画100.0％
Ｒ７：対中期計画100.0％，対年度計画100.0％

ハ　セカンドオピニオンの適切な対応
○　当院でのセカンドオピニオンを希望する患者を受け入れると
ともに，他の医療機関でのセカンドオピニオンを希望する患者を
支援するなど，セカンドオピニオン希望者への適切な対応に努
め，患者及びその家族の医療・療育内容の理解と治療の選択を
支援した。

令和4年度 令和6年度

９８件

１７件

令和7年度

６４３件

令和7年度

９５件

１２件

令和7年度

６件

リウマチ科1
神経科2
脳神経外科1
泌尿器科2

４件

５件

１件

令和7年度

・環境づくりに取り組み，２期工事は令和４年４月に完了した。
・令和４年１０月から，全予定入院患者に対し，入院説明を開始した。
・オンライン資格確認システムによる限度額適用認定証の利用申請と医療費後払いシステムを導
入した。
・患者及びその家族の利便性の向上のため，入院書類の改善（氏名・住所等の自動印字），オンラ
イン資格確認システムによる限度額適用認定証の利用申請と医療費後払いシステムの導入，緊急
入院患者の入院手続き，全予定入院患者への入院説明の一元化等に取り組んだ。
・入院申込書兼誓約書，入院時感染チェック表，持参薬チェック表等の入院書類を改善し，氏名・住
所等を自動印字して，患者・家族の利便性の向上を図った。
・文書受付窓口(診断書・診療情報提供書・主治医指示書等の付窓口）を入退院センターに移転し，
患者・家族の利便性の向上を図った。
・入院前説明を受ける間に外来会計ができる運用を開始し，更なるサービス向上に努めた。

５２０件
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

　また，インシデント を予防するための体制整備や，
インシデント事例の適正な分析・検討・反映を行い，
重大なインシデント（レベル３ｂ以上）の縮減に向け，
医療安全対策を推進すること。
【指標】
①　医療安全対策に関する全体研修を毎年度，２回
以上実施すること。（前中期目標期間実績：平成３０
年度２回，令和元年度２回，令和２年度１回）

ロ　医療安全対策の充実
　医療安全対策を推進するため，医療安全推進室，安全
対策委員会及びリスクマネージャー会議が連携して，イン
シデント事例の適正な分析等を行い，再発防止や重大な
インシデントの縮減を図る。
　重大なインシデントが発生した場合に迅速に対応できる
体制を維持・向上する。
　定期的に病棟や診療関連部門のラウンドを実施し，安
全な医療環境のための助言と対策を行う。
職員が共通認識のもとで医療安全行動がとれるよう，常
にマニュアルを見直しし，周知，実践する。
　医療安全対策に係る教育，研修を行い，意識，技能の
向上を図る。
【指標】
医療安全対策に関する全体研修を毎年度，２回以上実施
する。

◇ インシデント事例の適正な分析
等を行い，再発防止や重大なイン
シデント（レベル３ｂ以上）の縮減が
図られているか。

◇ 重大なインシデントが発生した
場合，迅速に対応できる体制の維
持・向上が図られているか。

◇ 医療安全対策に係る教育，研修
を行い，意識，技能の向上が図ら
れているか。

【指標】
医療安全対策に関する全体研修を
毎年度，２回以上実施する。

   患者が安心して医療・療育を受けることができるよ
うにするため，診療情報の提供や患者のプライバ
シー保護等，医療倫理の確立を図ること。

イ　医療倫理の確立
　診療情報の提供及び患者の権利やプライバシーの保護
に取り組み，患者及びその家族が安心できる医療・療育
を提供する。
　当院で行う医療行為に関連して発生する可能性がある
倫理的課題については，法令遵守及び倫理的観点から
臨床倫理委員会で検討し，適切に対応する。

◇ 診療情報の提供及び患者の権
利やプライバシーの保護について，
適切に取り組んでいるか。

◇ 倫理的課題について，臨床倫理
委員会で検討し，適切に対応して
いるか。

(4) 患者が安心できる医療・療育の提供 (4) 患者が安心できる医療・療育の提供
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

(4) 患者が安心できる医療・療育の提供

イ 　医療倫理の確立 【会議開催状況】

臨床倫理委員会 ２回 ３回 ２回 ０回

１件 ０件

臨床倫理リンクナース会 ９回 １０回

【診療情報提供件数】

診療情報提供　

内訳 開示

照会

※１　「照会」内容 捜査関係事項照会（警察署）９件，児童相談所２件

※２　「診療情報提供」内容 産科医療補償制度８件

【インシデント事象件数及びインシデントレベル３ｂ以上の件数】

【会議開催状況】

【安全対策研修会開催状況】

【未承認医薬品等評価部会開催状況（随時開催）】

開催回数

審議件数

令和4年度 令和6年度

３件

令和6年度

０件←１件

令和4年度 令和5年度

令和5年度

令和5年度

１５回１３回

令和5年度

１９件

月１回

医療安全推進室カンファレンス 週１回

安全対策研修会（全体研修）

７件

判定保留

令和4年度

月１回

リスクマネージャー会議

１，０６９件

３回

ロ　医療安全対策の充実
○　各部門から発生したインシデントは月毎に医療安全推進室で
集積し，レベル・事例検討を行っている。事例の分析・検討を行
い，安全対策委員会，リスクマネージャー会議，安全対策研修会
で報告した。
○　年間計画に基づき，定期的院内ラウンドのほか，適宜ラウン
ドを実施した。また，インシデント発生時には必要時ラウンドを実
施し，マニュアルの遵守状況を確認するとともに，ラウンド結果の
評価と改善点などのフィードバックを行った。
○　医療安全推進室と虐待防止・身体拘束適正化委員会が連携
して，身体的拘束適正化ラウンドを開始した。［Ｒ６］
○　重大なインシデントについて，関連部署と医療安全推進室で
事例検討を行い対策を実施した。
○　電子カルテログイン画面を活用した注意喚起，「医療安全情
報」（インシデント報告システム内共有掲示板，院内ＯＡ）の発信
等により，医療安全の啓発と医療安全情報提供を実施した。
○　新たに，「医療安全ＮＥＷＳ」を発行し，インシデント発生後の
対策を速やかに周知した。［Ｒ６］
○　院内のマニュアル類の管理の改善に取り組み，職員用の電
子掲示板に集約し共有した。［Ｒ４］
　定期的に更新状況を確認し，継続的な管理に努めた。
○　医療安全管理指針を令和５年４月，令和７年６月に改訂し，
また，「医療安全・感染対策ポケットマニュアル版」を令和５年９
月，令和８年３月に発行し，周知した。
○　予防接種に関わるインシデントを踏まえたＷＧを立ち上げ，
新規に医療安全事故防止マニュアル「予防接種の原則」「予防接
種の流れ（外来用）」「予防接種の流れ（病棟用）」を作成し，運用
を開始した。［Ｒ７］
○　リスクマネージャー活動，医療安全週間の活動として「医療
安全ＰＤＣＡ　ＫＡＩＺＥＮ」を行った。令和６年度には，優れた取組
上位３位までの部署は安全対策研修会で発表し共有を図った。
○　未承認医薬品等評価部会を開催し，医薬品の適応外使用に
関する安全性について評価した。

【医療安全対策に関する全体研修の回数】
Ｒ４：対中期計画150.0％，対年度計画150.0％
Ｒ５：対中期計画150.0％，対年度計画150.0％
Ｒ６：対中期計画150.0％，対年度計画150.0％
Ｒ７：対中期計画150.0％，対年度計画150.0％

１４回

インシデントレベル３ｂ以上の件数

安全対策委員会

１６件 ２０件

３回

―

７件←６件

３回

―

令和6年度

インシデント事象件数 １，０７３件 １，２１３件

６件 ６件

６件 ２件

９件 ２２件

診療情報提供 ８件

令和4年度 令和6年度

２１件 ３０件

臨床倫理コンサルテーションチームの介入依頼

―

２８件

１０件

１０件

令和4年度 令和5年度 令和6年度

―

○　情報公開制度及び個人情報保護制度の適正かつ円滑な運
用に努め，診療情報は診療時に適宜開示するとともに，患者以
外の者から診療情報の提供を求められた場合には，宮城県情報
公開条例，同個人情報保護条例及び当院規程に基づきプライバ
シーの保護に十分配慮し，適切に対応した。
○　臨床倫理委員会では厚生労働省「人生の最終段階における
医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」に基づき，当院
における人生の最終段階における医療・ケアの在り方（基本方
針）について指針を作成し，本人・家族の意思を尊重し，多職種
による検討を繰り返し行うことを指針の柱とした。［Ｒ６］
○　臨床倫理委員会の下部組織である臨床倫理コンサルテー
ションチームの活動を開始し，１件対応した。
○　外部委員を講師として招き，臨床倫理研修会を開催した。［Ｒ
５］
○　看護部内に専門看護師及び主任看護師によるリンクナース
を設置し，各部署の倫理的課題に対する感性の向上，課題を吸
い上げる機能の充実に取り組んだ。倫理カンファレンスの運営，
事例の把握，委員会への報告の役割を担っている。
○　専門看護師及び主任看護師による臨床倫理リンクナース会
を開催し，臨床現場におけるモヤモヤ事例について集約し検討し
た。また，事例件数を把握し，その事例への介入（カンファレンス
実施状況やコンサルテーション介入状況など）についても毎月報
告した。［Ｒ７］
○　「こども憲章」を時代に即した内容にリニューアルするため，
WGを立ち上げた。「こども憲章」についての全職員対象アンケー
ト調査を実施するなど取り組んだ。［Ｒ７］

―

―

令和7年度

令和7年度

３０件

１１件

１１件（※１）

８件（※２）

令和7年度

１，１６２件

５件

―

令和7年度

３回

令和7年度

１４回

１６件
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

ハ　院内感染対策の充実
　院内感染対策を推進するため，感染管理室，感染対策
委員会及び感染制御チーム（ＩＣＴ）が連携して，院内ラウ
ンドの充実，発生・蔓延防止対策の立案，実行，評価等に
取り組み，患者及びその家族並びに職員の安全を確保す
る。
　抗菌薬適正使用支援チーム（ＡＳＴ）による抗菌薬適正
使用に関する介入及び教育・指導を強化し，抗菌薬の適
正使用に関する協議，指導の強化を図る。
　院内感染対策及び抗菌薬適正使用に係る教育，研修を
行い，意識，技能の向上を図る。
【指標】
院内感染対策に関する全体研修を毎年度，２回以上実施
する。

◇ 関係者が連携し，院内感染防止
対策及び抗菌薬の適正使用に積
極的に取り組んでいるか。

【指標】
院内感染対策に関する全体研修を
毎年度，２回以上実施する。
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

ハ　院内感染対策の充実 【院内感染防止対策に係るチームの設置状況】

感染制御チーム

抗菌薬適正使用支援チーム

【会議開催状況】

【感染対策研修会開催状況】

【相互チェックラウンド】

令和4年度 千葉県こども病院，東北大学病院

令和5年度 国立成育医療研究センター，東北大学病院

令和6年度 東京都立小児総合医療センター，東北大学病院

令和7年度 埼玉県立小児医療センター，東北大学病院

令和4年度 令和5年度 令和6年度

月１回

感染対策研修会（全体研修） ２回 ２回 ２回

院内感染に対する具体的な調査，指導，監視を行う実働組
織として，感染管理室に置く。（ＩＣＴ：infection control team）

治療効果の向上，副作用防止，耐性菌出現のリスク軽減，
医療費の抑制を目的として抗菌薬の適正使用を支援する実
働組織として，感染管理室に置く。

（ＡＳＴ：antimicrobial stewardship team )

感染対策委員会

ＩＣＴミーティング 月１回

ＡＳＴミーティング 週１回

○　新型コロナウイルス感染症の流行期には，新型コロナウイル
ス感染症対策本部の設置，感染対策指針の策定と周知，患者受
入れ体制の整備，個人防護具着脱訓練，職員の健康管理教育，
対応シミュレーション等に取り組んだ。患者対応では，宮城県新
型コロナウイルス感染症医療調整本部等の要請に応じて，可能
な限り救急外来における診察及び入院受入れを行った。また，一
般入院患者受入れへの影響を抑えるために，関係部署と連携
し，効率的かつ柔軟な病床管理運営に努めた。さらに，院内二次
感染防止対策に努め，クラスター発生による入院制限を最小限
にすることができた。［Ｒ４］
○　院内感染対策マニュアルを令和５年４月，令和７年7月に改
訂した。また，「医療安全・感染対策ポケットマニュアル」を令和５
年９月，令和８年３月に発行し，周知した。
○　抗菌薬適正使用支援チーム（ＡＳＴ）の積極的な活動展開を
行い，抗菌薬適正使用に関する介入及び教育・指導を強化した。
○　関東圏域の小児専門病院との相互ラウンド，感染対策連携
強化加算２・３連携施設との合同カンファレンス及び訪問指導を
実施し，地域連携を強化した。合同カンファレンスでは，仙台市保
健所及び宮城県医師会との情報交換も行った。
○　コロナ禍で改修工事を行った本館４階のリラックスルームに
ついて，感染症患者が優先的に入院できる病室とするため，医
療法上の用途変更，電子カルテや部門システムの設定変更等，
計画的に取り組み，８月から本館４階病棟に属する病室として使
用可能とした。

【院内感染対策に関する全体研修の回数】
Ｒ４：対中期計画100.0％，対年度計画100.0％
Ｒ５：対中期計画100.0％，対年度計画100.0％
Ｒ６：対中期計画100.0％，対年度計画100.0％
Ｒ７：対中期計画100.0％，対年度計画100.0％

令和7年度

３回
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

（組替・新設）

◇ 短期入所，体調管理入院の充
実を図り，在宅療養・療育への移行
及び在宅療養・療育の継続に向け
た支援を行っているか。

ロ　障害のあるこどもとその家族の地域生活の支援
　障害のあるこどもとその家族が障害を理解し，受け入
れ，地域で安心して生活できるよう，障害に対する理解を
深めるための学びの機会を提供する。また，医療・療育
サービス等に関する相談支援をきめ細かく実施する。

◇ 障害に対する理解を深めるため
の学びの機会の提供や医療・療育
サービス等に関する相談支援に取
り組んでいるか。

(2) 在宅療養・療育支援の充実
イ　療育サービスの充実
　個別支援計画に基づき，多職種協働で，専門性を生か
した総合的な療育プログラムを提供し，その充実に努め
る。
　地域の障害福祉サービス事業所等と連携し，こどもと家
族が主体的に在宅移行を選択できるよう支援に努める。
【指標】
有期有目的入所者数（実人数）を毎年度，１００人以上と
する。

◇ 個別支援計画に基づき，多職種
協働で，専門性を生かした総合的
な療育プログラムを提供し，その充
実に努めているか。

◇ 地域の障害福祉サービス事業
所等と連携し，在宅移行支援に努
めているか。

【指標】
有期有目的入所者数（実人数）を
毎年度，１００人以上とする。

ハ　短期入所及び体調管理入院の充実
　短期入所，体調管理入院の充実を図り，在宅療養・療育
への移行及び在宅療養・療育の継続へのより一層の支援
に努める。

２　療育支援事業 ２　療育支援事業

　医療型障害児入所施設として，障害のあるこどもと
家族に対し，総合的な療育支援を行うよう取り組むこ
と。また，地域の障害福祉サービス事業所等と連携
し，こどもと家族が主体的に在宅移行を選択できるよ
う支援に努めること。
　障害のあるこどもと家族が障害を理解し，受け入
れ，地域で安心して生活できるよう，療育に対する理
解を深める機会提供に取り組むこと。
【指標】
有期有目的入所 者数（実人数）を毎年度，１００人以
上とすること。（前中期目標期間実績：平成３０年度８
１人，令和元年度１０９人，令和２年度９０人）

　医療型障害児入所施設として，障害を克服し自立した生
活を送れるようこどもの成長・発達を促し，温かく見守り育
む療育を実現するため，療育支援体制の充実，地域生活
の支援等，総合的な療育支援に取り組む。

(1) 療育支援体制の充実
　こどもの成長に合わせた療育を適切に提供するため，
療育支援部門に必要な専門職を適正に配置する。
　療育支援事業に係る日ごろの実践内容を整理・評価す
るとともに，各々専門職としての経験を蓄積し，技量の向
上に努める。

◇ こどもの成長に合わせた療育を
適切に提供するため，療育支援部
門に必要な専門職を適正に配置し
ているか。

◇ 療育支援事業に係る実践内容
を整理・評価するとともに，各々専
門職としての経験を蓄積し，技量の
向上に努めているか。
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

【会議等の開催状況】

【児童発達支援管理責任者研修受講状況】

基礎研修のみ修了者

有資格者（実務研修修了者）

※資格取得のためには，基礎研修後，実務経験２年後に，実務研修の受講が必要

※資格取得後５年ごとに，更新研修の受講が必要

【契約入所関係】

　内）有期有目的入所者数（B）

有期有目的入所者割合（B/A）

平均在院者数（拓桃館８１床全体）

【療育スタッフ育成研修会】　

開催回数

【医療的ケア推進事業】

○巡回指導

当院医師巡回指導件数

当院看護師巡回指導件数

【短期入所（ショートステイ）及び体調管理入院の受入れ状況】

短期入所

　（ショートステイ） 延利用日数

体調管理入院 延利用者数

延利用日数

【感染対策を考慮した受入れ調整状況（Ｒ４）】

８床を目安に受入れ

外泊禁止に伴い，短期入所受入数削減

８床を目安に受入れ

療育スタッフ育成研修会 １回

１１８人

９９人

５人 ６人

令和5年度

令和6年度

１３６回

２人 ３人

令和6年度

令和4年度

１３６回

８月中旬～９月

９月末以降

※ 短期入所及び体調管理入院は，空床利用型で，通常は，あわせて概ね１０床を目安に受け入れ
る。コロナ禍においては，次の表のとおり調整し対応した。

４月～５月 外泊禁止に伴い，短期入所受入数削減

延利用日数

１回

令和5年度

令和4年度 令和5年度 令和6年度

令和4年度 令和6年度

８３．９％

令和5年度

１回

３８３日

７８．８％

１２９回

２７回

令和4年度

令和5年度

延利用者数 ８３人 １４２人

６月～８月中旬

１，０１２日 １，０６１日

２４５日 ４８８日

２３９人

【講話（お話シリーズ）】

８４．９％

１０７人

(2) 在宅療養・療育支援の充実
イ　療育サービスの充実
○　個別支援計画に基づき，多職種協働で，専門性を生かした
総合的な療育プログラムを提供し，その充実に努めた。
　特に，個別支援計画を５領域別（令和６年度に義務化）及び医
療を追加した６領域に分類することで，患者の発達を多面的に捉
え，より質の高い支援の提供につなげた。［Ｒ７］
○　新規入所者数は，増加傾向となっている。コロナ禍を経て利
用日数の短期間化の傾向はあるものの，入所者数の増加によ
り，平均在院者数も増加している。また，契約入所における有期
有目的入所者割合も増加した。
○　措置入所について，在宅での養育困難なケースを受け入れ
た。仙台市発達支援総合センター（アーチル）と連携し，地域へつ
なげられるよう，随時ケース会議を行うなど，情報共有に努め
た。

【有期有目的入所者数（実人数）】
Ｒ４：対中期計画86.0％，対年度計画86.0％
Ｒ５：対中期計画99.0％，対年度計画99.0％
Ｒ６：対中期計画107.0％，対年度計画107.0％
Ｒ７：対中期計画114.0％，対年度計画114.0％

ロ　障害のあるこどもとその家族の地域生活の支援
○　障害児とその家族が地域で安心して生活できるよう，障害等
に対する理解を深めていただくため，各分野の専門スタッフが障
害児とその家族や地域スタッフに対して講話（お話シリーズ）を開
催し，障害等に関する学びの機会を提供した。
○　県の医療的ケア推進事業に参画し，支援学校への巡回指
導，オンデマンド研修，医療的ケア看護職員研修会，吸引指導の
講義・演習研修，校内医療的ケアコーディネーター研修会，病棟
実地研修を行い，地域の支援学校職員や通所施設看護師等の
教育を支援した。

ハ　短期入所及び体調管理入院の充実
○　感染症蔓延期は受入れ困難な時期もあったが，状況に応じ
制限を緩和し受け入れた。受入れ制限解除後，通常の受入れ体
制となり，利用者数は増加した。他施設では受入れが難しい体調
管理入院のニーズが高い。
○　短期入所ＷＧを開催し，短期入所希望者のキャンセル待ち
枠の設定や，オンライン申込みの周知を積極的に行うなど，利用
者がより利用しやすい環境の整備に努めた。［Ｒ４］
○　緊急短期入所受入加算，日中活動支援加算の取得に向け
て取り組み，令和５年度から加算を取得した。
○　重症心身障害児者等医療型短期入所コーディネート事業と
しての会議及び研修会に，短期入所の窓口である入退院セン
タースタッフ及び病棟看護師長が参加した。

退所者数 １１３人 １２７人

７回 ５回

新規入所者数（A）

１８，５１９日

５０．６人

令和4年度 令和6年度

１５，７０９日 １９，１６４日

４８．９人 ５２．５人

１１３人

１０９人

３６回

２８回 ３６回

２７回

入所支援会議

リハカンファレンス

院外ケース会議

（契約入所者数に伴い変動）

（契約入所者数に伴い変動）

（在宅移行支援に際し実施）

(1) 療育支援体制の充実
○　こどもの成長に合わせた療育を適切に提供するため，療育
支援部門に必要な専門職を適正に配置した。
○　児童発達支援管理責任者の有資格者の増員に継続的に取
り組んだ。有資格者を拓桃館の各病棟に２人以上配置し，入所
支援計画の説明など，補完できる体制としている。
○　学校・病院連絡部会を通して，支援学校との連携体制の課
題（行事，防災対策，ＧＩＧＡスクール対応等）を継続して共有・検
討した。
○　災害時における在宅の医療的ケア児の支援体制について，
大規模災害ＷＧや入退院センターなどで検討した。令和５年度に
は，院内全体でのシミュレーション訓練を行い，令和６年度には，
芸術祭の期間中，入退院センター前で，災害時に使用する吸引
器やアンビューマスク等の展示を行った。
○　院外・校外学習について，こども達の経験の機会を増やせる
よう多職種・学校職員とで連携して企画・実施した。

２　療育支援事業

○　医療型障害児入所施設として，障害を克服し自立した生活を
送れるようこどもの成長・発達を促し，温かく見守り育む療育を実
現するため，療育支援体制の充実，地域生活の支援等，総合的
な療育支援に取り組んだ。

２人

６人

令和5年度

４回

令和5年度

１０５人

令和6年度

２５９人２５６人

１，０９４日

１２６人

８６人

令和4年度 令和6年度

令和7年度

令和7年度

― ― ４回

５３回 ５２回 ３３回

令和7年度

２３３人

８００日

３２６人

１，４１６日

１４９回

５８回

３６回

令和7年度

３人

７人

令和7年度

１２８人

１１４人

８９．１％

１２６人

１９，２３４日

５７．６人

令和7年度

１回

令和7年度

２回

２８回
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

（組替・新設）

(2) こどもの成長・発達への支援

　患者及びその家族のＱＯＬ（生活の質）及びアメニティ
（環境の快適性）の向上に努め，専門性を生かした関わり
とともに，「あそび」や様々な体験を通して，こどもの成長・
発達を支援する。
　慰問の受入れ，行事・イベントの開催等により生活に彩
りを与えるとともに，宮城県立拓桃支援学校と連携するな
ど，患者及びその家族にとってより良い療養・療育環境プ
ログラムを提供する。
【指標】
集中治療系の保育人数を毎年度，前年度以上とする。

◇ 患者及びその家族のＱＯＬ（生
活の質）及びアメニティ（環境の快
適性）の向上に努め，こどもの成
長・発達を促すための支援が適切
に実施されているか。

◇ 慰問の受入れ，行事・イベントの
開催等により生活に彩りを与えてい
るか。

◇ 宮城県立拓桃支援学校と連携
するなど，患者及びその家族にとっ
てより良い療養・療育環境プログラ
ムを提供しているか。

【指標】
集中治療系の保育人数を毎年度，
前年度以上とする。

　成育支援部門は，医療・療育部門と一体となって，
患者及びその家族の権利，ＱＯＬ（生活の質）及びア
メニティ（環境の快適性）の向上に努めるなど，こども
の成長・発達を支援すること。
　インフォームド・コンセント 及びインフォームド･アセ
ント の際の支援に努めるとともに，検査・治療に対す
る不安を軽減するための心のケアをはじめ，療養生
活等に関する様々な相談に積極的に対応するなど，
患者及びその家族の心理的援助及び経済的・社会的
問題の解決・調整に努めること。
【指標】
集中治療系の保育人数を毎年度，前年度以上とする
こと。（前中期目標期間実績：令和２年度４６４人）

　こどもの権利を尊重し，こどもの望ましい成長を支える成
育医療を実現するため，成育支援体制の充実，こどもの
成長・発達への支援，患者及びその家族に対する心理
的・社会的問題等への支援等を通じて，こどもの成長・発
達を支援する。
　医療と療育を一体的に提供する施設として，病院ボラン
ティアを積極的に受け入れ，病院スタッフとの協働により，
より充実した患者サービスの提供に努める。

(1) 成育支援体制の充実
　こどもの成長に合わせた成育医療を適切に提供するた
め，成育支援部門に必要な専門職を適正に配置する。
　成育支援事業に係る日ごろの実践内容を整理・評価す
るとともに，各々専門職としての経験を蓄積し，技量の向
上に努める。

◇ こどもの成長に合わせた成育医
療を適切に提供するため，成育支
援部門に必要な専門職を適正に配
置しているか。

◇ 成育支援事業に係る実践内容
を整理・評価するとともに，各々専
門職としての経験を蓄積し，技量の
向上に努めているか。

３　成育支援事業 ３　成育支援事業
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

３　成育支援事業

【院内合同検討会議】

【成育支援局専門職の活動状況】　

看護師対応件数

保育士対応件数

【行事及び慰問の状況】

行事 開催回数

参加者数

慰問 開催回数

参加者数

【チャイルド・ライフ・スペシャリスト（ＣＬＳ）及び子ども療養支援士（ＣＣＳ）】

【保育士】

本館　保育個別人数

２２７人 ３２１人 ２９１人 ９人

６２８人 ８２３人 ８３４人 ５２２人

※ＣＬＳの介入（２２４人）を含めると７５５人

３１回

令和5年度

２，３６２人 ２，６９５人

１９６人 ２７７人 １３９人

５２１人 １，５０２人

４１件

５，０５８件

５，８８０件

１，８６６人

１，１２５

人

５，７２２件

１，８８８件

２，２５６人 １，３５１人

８５５人
１，１４４

人

外来訪問保育

教育支援 ６８回

９回

２６，８０１件

３，９６６件

３３回

令和4年度 令和6年度令和5年度

８回

８７７人

１５回

４９７人

令和4年度 令和5年度

拓桃館　集団保育参加延べ数

集中治療系保
育人数

PＩＣＵ保育延べ人数

ＮＩＣＵ・ＧＣＵ保育延べ人数

３，２５４人

６回

２，２７４件

２，７４５件 ２，５０２件遊びを通した支援

令和4年度 令和6年度

４３件 ３９件

５回 ２２回

１７６人 ９５６人

拓桃館　親子入院保育延べ数

拓桃館　中学卒業後参加延べ人数

４，０５９人

１，８８９件

２，６５５件

令和6年度

病気や治療の理解への支援

検査・処置に関する支援

４，３０４人 ４，５７７人

２，３２８人

令和4年度 令和6年度

開催回数

その他 １００回 ５８回

不適切養育対応 ２５回 １０回

３，５６８件 ３，７６８件

１６５回

８回

３９５回

２０５回

７０回

７４回

令和4年度

　成育支援部門に様々な専門職を配置し，隣接する宮城県立拓
桃支援学校及びドナルド・マクドナルド・ハウスせんだいと協力し
て，こどもの権利を尊重し，こどもの望ましい成長・発達を支える
成育医療及び障害を克服し自立した生活を送れるよう温かく見
守り育む療育の実現に努めた。

２６７回 ３０３回

４，２９４件 ４，８３５件

１１２回

５７回

３３回

４９回

令和5年度

２５１回

在宅支援

臨床心理士対応件数

４，８４０件

６，６３９件

認定遺伝ｶｳﾝｾﾗｰ対応件数

医療ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ相談件数

３，７９４件

４，２９２件 ４，１１３件

２５，８６４件 ２８，２８３件

ＣＬＳ・子ども療養
支援士対応件数

４，９４３件

令和6年度令和5年度

４，８６３件

本館　プレイルーム活動参加延べ人数

拓桃館　保育士企画行事参加延べ人数

ｲﾝﾌｫｰﾑﾄﾞ・ｺﾝｾ
ﾝﾄ/ｱｾﾝﾄに関
わる支援

３５８人 ３３１人 ３３９人

３，３００人 ３，４２５人

(1) 成育支援体制の充実
○　こどもの成長・発達に合わせた成育医療を適切に提供するた
め，成育支援部門に必要な専門職を適正に配置した。
○　診療報酬の加算取得に向けて，保育士の業務量調査を行い
課題解決に向けて取り組んだ。（令和７年４月から加算取得体制
を整備）［Ｒ６］
　保育士２人体制の診療報酬加算を取得するため小児入院医療
管理料算定の５つの病棟に配置し，患者・家族支援の活動を広げ
た。本館は遅番を取り入れ患者家族のニーズに対応した。（加算
取得により増収につなげた。）［Ｒ７］
○　成育支援に係る日ごろの実践内容を整理・評価するとともに，
各々が専門職として必要な研修や学会・研究会に積極的に参加し
ながら経験を蓄積し，技量の向上に努めた。
○　院内外からの相談や講師依頼，研究依頼等について専門職
として必要とされるニーズに積極的に対応した。また，院内外に各
専門職種の役割についての情報を発信し，理解が深まるよう努め
た。さらに，実習生を受け入れた。
○　ホームページに行事を随時掲載し，ニュースレター「Ｙｅｌｌ」に活
動を掲載するなど情報発信し，成育支援局の活動への理解が深
まるよう努めた。［Ｒ６～］

(2) こどもの成長・発達への支援
○　こどもと家族の状況や個別性に配慮しながら，入院から退院
後の生活も視野に入れ専門的な視点から育ちを支える働きかけ
を行った。
○　コロナ禍で面会や外泊制限期間中は，こどもたちの情緒安
定を図るため，休日の職員配置を増やし，余暇時間の充実，こど
もの要望に合わせた生活ルールの見直しやイベント等を行った。
毎週末，家族へお便りを送り，こどもの様子を家族と共有した。
［Ｒ４］
○　本館・拓桃館合同開催の行事が増加し，こども同士の交流を
通して様々な経験ができるよう工夫した。行事参加者数は大きく
増加した。［Ｒ６］
○　慰問（訪問）は，回数，参加者数ともに増加した。
○　集中治療系の保育では，医療スタッフと成育支援局スタッフ
が情報共有を行いながら，抱っこや語りかけ，絵本の読み聞か
せなど，こどもの情緒の安定を図り発達を促す関わりを行った。
こどもの成長や変化を家族と共有し，子育てへの様々な不安の
軽減が図れるよう支援した。
○　病棟内のＷｉ-Ｆｉ環境を活用し，在籍校のオンライン授業参加
を支援した。また拓桃支援学校と連携し，小中学生が学校の学
習用タブレット端末を病棟に持ち帰り，使用について支援を行っ
た。
○　拓桃支援学校と定期的に会議を開催し情報交換を行い，学
童児の支援につなげた。
○　ＧＩＧＡスクールワーキングの開催や，学校避難訓練での病
院への引き渡し訓練を実施した。
○　５つの病棟で保育士２人体制加算を取得し，多職種で連携し
ながら家族支援及び保育活動の充実を図った。［Ｒ７］

【集中治療系の保育人数】
Ｒ４：対中期計画211.6％，対年度計画211.6％
Ｒ５：対中期計画133.8％，対年度計画133.8％
Ｒ６：対中期計画98.3％，対年度計画98.3％
Ｒ７：対中期計画67.1％，対年度計画67.1％

内訳

令和7年度

５７回

２２回

１１１回

令和7年度

３，４１８件

２９，８７８件

５，１０８件

５，０７８件

６，３９８回

４，１６４件

令和7年度

８回

１，４７８人

２９回

１，１３４人

令和7年度

３７件

２，３２５件

２，５７２件

令和7年度

１，２３７人

４５５人

３，２７９人

２，９６５人

１５０人

６，６０９人

５３１
人

（※）
２１回
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

(4) 病院ボランティア活動の充実と支援
　より充実した医療・療育サービスを提供するため，病院
ボランティアと病院スタッフとの協働的連携を図り，ボラン
ティア活動の充実に努める。
　ボランティア研修の充実を図るなど，ボランティア活動が
患者及びその家族にとって有益なものとなるよう支援す
る。

◇ ボランティアと病院スタッフとの
協働的連携を図り，ボランティア活
動の充実に努めているか。

◇ ボランティア研修の充実等が図
られているか。

(3) 患者と家族の心理的援助及び社会的問題等への支援
　インフォームド・コンセント，インフォームド・アセント後
に，医療者から受けた説明に対する患者と家族の理解状
況を確認し，検査・治療に対する適切な理解と不安の軽
減につながるよう支援する。
　患者及びその家族の心理的・経済的・社会的問題に対
しては，関係する専門職が連携して，その解決・軽減に向
けて，早期から積極的に支援する。
　当院だけでは解決困難な患者及びその家族の諸問題
に対しては，院外の関係機関との連携を図り，その解決・
軽減に向けて，積極的に支援する。
　臨床遺伝学の発展に伴う新たな検査・診断について，専
門職を中心に，患者及びその家族を支援する。

◇ インフォームド・コンセント，イン
フォームド・アセント後に，医療者か
ら受けた説明に対する患者と家族
の理解状況を確認し，検査・治療に
対する適切な理解と不安の軽減に
つながるよう支援しているか。

◇ 患者及びその家族の心理的・経
済的・社会的問題に対しては，関係
する専門職が連携して，その解決・
軽減に向けて支援しているか。

◇ こども病院だけでは解決困難な
患者及びその家族の諸問題に対し
て，院外の関係機関との連携を図
り，その解決・軽減に向けて支援し
ているか。

◇ 臨床遺伝学の発展に伴う新たな
検査・診断について，専門職を中心
に，患者及びその家族を支援して
いるか。
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

【心理的・社会的支援の状況】

実人数

延人数

【ボランティア活動状況等】

【ボランティア活動の内容】

①　案内

②　玩具修理

③　こども図書館

⑤　お話会

⑥　外来プレイルーム

⑦　緑　

⑧　イベント・アート

⑨　スネークギャラリー

⑩　学習支援

⑪　ソーイング

⑫　広報

⑬　病院イベント

⑭　おもちゃ図書館

【ボランティア通信及びゆりかご通信の発行状況】

　

受診・入院に関わる案内，入退院時の荷物搬送の手伝い，駐車場移動時の
患者さん一時預かりなど
病棟の共有玩具の消毒・破損点検

図書の貸出対応，外来待合エリアへの本の選書と配架，本のコーティング・消毒・
点検や修繕，移動図書で病棟へ本のお届けや読み聞かせなど

院内の車椅子・貸し自転車の清掃・点検，まほうの広場の植木の手入れ

外来患者・家族向けに本の読み聞かせ，紙芝居などの実施

登録平均人数

２０件

３０１件

１７３人 １７４人

令和4年度

１，８８８件

外来の患者の遊びの見守りと遊びの援助，プレイルームの玩具の点検や消毒・整理など

花壇等の草花の花植えや手入れ，除草など
プレイルームの壁面構成の製作・展示，七夕飾り作成，荷物移動用カートの装飾製作・取り付けなど

ショーケースの中の作品製作，装飾展示

病棟入院児の学習支援

各部署から依頼のあった縫い物の製作

年２回広報誌『ゆりかご通信』発刊

１，９８２機関

２４７日

２６件

１回

４１人

２４６人

４１件

１，８８９件

１８５日 ２４３日

病気や治療の理解への支援

活動延人数 １，１０６人

夏祭り，ハロウィン，クリスマス会など病院行事の手伝い

おもちゃ図書館の図書の整理・消毒

令和6年度

３６件

児童虐待対応委員会開催回数

被虐待児・不適
切養育児の対
応件数
ｲﾝﾌｫｰﾑﾄﾞ・ｺﾝｾ
ﾝﾄ/ｱｾﾝﾄに関
わる支援

令和5年度

④　車椅子の清掃点検

２回

１７０人

３，９７５人

２８人 ２５人

合併号１回

令和4年度 令和6年度

４，２１２人

活動日数

２，０３２機関

検査・処置に関する支援

１８７人 １７４人

３６１件 ３０６件

２回 １回

４３件 ３９件

２，２７４件

地域の医療機関や保健・福祉・教育機関との連携状況

臨床心理士　産後退院前スクリーニング件数

２回

令和4年度 令和5年度 令和6年度

ボアランティア通信の発行回数 ４回 ― ―

ゆりかご通信の発行回数

１１４件 １０９件

令和5年度

２，２５３機関

１０１件

(3) 患者と家族の心理的援助及び社会的問題等への支援
○　患者及びその家族の心理的・社会的な問題に対して，多職
種で連携しながら早期からの支援に努めた。
○　医療者からの説明や治療に対する患者・家族の理解や心情
を聞きながら，療養環境や日常生活上の困りごと，将来の不安
等の軽減につながるよう相談支援を行った。
○　病棟スタッフからの支援依頼や臨床心理士の病室訪問等を
通して，早期からの患者・家族との関係づくりと継続的な支援に
努めた。
○　医師からの検査依頼や心理相談の中で，患者家族の状況把
握や必要な支援を検討するため，知能検査を実施した。分かり
やすい説明やよりよい支援につながる報告書の作成に努めた。
○　児童虐待などのこどもを取り巻く複雑な環境に対応するた
め，児童虐待対応委員会等において対応策を検討・協議した。
○　認定遺伝カウンセラーは，先天異常症，遺伝性疾患，またそ
れらに伴う遺伝学的検査に関する案内，解析，結果の解釈，啓
発活動などを職員，患者に多職種と連携して行った。

(4) 病院ボランティア活動の充実と支援
○　感染症対策の緩和に伴いボランティア活動を徐々に拡大し，
継続的に活動した。新型コロナウイルス感染症の５類移行後は，
病棟での活動以外のボランティア活動をすべて再開した。［Ｒ５］
○　活動に制限が多かったコロナ禍においては，『ボランティア通
信』を通じてボランティア登録者へ活動状況を報告した。［Ｒ４］
○　広報ボランティアによる『ゆりかご通信』の作成を再開した。
［Ｒ４］
○　ボランティア２０周年祭を開催し，職員とボランティアの交流を
図った。［Ｒ５］
○　コロナ禍で見合わせていた新規ボランティア募集を３年ぶり
に行った。県政だよりやホームページを活用して募集した。新規
ボランティアとして３1人が登録した。［Ｒ５］
　ドナルド・マクドナルド・ハウスせんだいと協働して作成したチラ
シを近隣施設へ配布し，ホームページに掲載した。広報媒体とし
てホームページを活用したことにより，学生３人の登録があった。
［Ｒ６］
　ホームページや県政だよりで周知した結果，４０人の登録が
あった。［Ｒ７］
○　患者家族の支援として，病棟退院時の荷物搬送，一時的な
児のお預かり，ハンドマッサージなど，活動を拡大した。［Ｒ６］
○　ボランティア研修会を開催し，ボランティア活動がより有益な
ものとなるよう支援した。［Ｒ５～］
○　ホームページに活動写真等を掲載し，掲載情報の充実を
図った。［Ｒ７］
○　意見交換会や個人面談を通じた現状把握を行った。［Ｒ７］

臨床心理士　産後１か月健診フォローアップ件数

臨床心理士　検査報告書作成件数

１０８件

４０件

２７７件

４回

３８人

２５８人

３７件

２，５７２件

令和7年度

１９７人

２４３日

４，６５４人

令和7年度

―

２回

令和7年度

２，３６２機関
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

４　臨床研究事業 ４　臨床研究事業

(1) 臨床研究の推進
　倫理委員会において，臨床研究の対象となる個人の人
権擁護，利益・不利益及び危険性等を適切に審査し，臨
床研究の活発な遂行を図る。
　東北大学との連携等を図り，科学的根拠となるデータ集
積及びエビデンスの形成に努める。
　診療及び研究の成果を論文として発表し，国内外への
発信力を高めるとともに，その成果の臨床への導入を推
進する。
【指標】
臨床研究実施件数を毎年度，１７０件以上とする。

(2) 治験の推進
　治験審査委員会において，治験を実施することの倫理
的，科学的及び医学的見地からの妥当性について審査す
るなど，治験の原則に則して適切に推進する。
　東北大学病院臨床研究推進センターの東北トランス
レーショナルリサーチ拠点形成ネットワーク（ＴＮＮ）や国立
成育医療研究センターを核とした小児治験ネットワーク等
を積極的に活用し，当院の特徴を生かした質の高い治験
を推進する。

◇ 質の高い治験を推進している
か。

◇ 実施症例数はどうか。

　臨床研究が活発に遂行され，計画的に推進される
よう，臨床研究推進室の体制等の充実に努め，質の
高い治験を行うこと。
　また，周産期・小児医療，療育水準の向上のため，
東北大学との連携等を図り，科学的根拠となるデータ
集積及びエビデンスの形成を行い，診療及び研究の
成果を論文として発表するよう努めるとともに，その成
果の臨床への導入を推進すること。
【指標】
　臨床研究実施件数を毎年度，１７０件以上とするこ
と。（前中期目標期間実績：平成３０年度１６７件，令
和元年度１６４件，令和２年度１８１件）

　院内のみならず県及び東北地方全体の周産期・小児医
療・療育水準の向上のため，臨床研究を積極的に遂行す
る。
　臨床研究及び治験について，関係法令等を遵守して実
施する。

◇ 臨床研究の活発な遂行が図ら
れているか。

◇ 実施件数はどうか。

◇ 東北大学との連携等を図り，科
学的根拠となるデータ集積及びエ
ビデンスの形成に努めているか。

◇ 診療及び研究の成果を論文とし
て発表しているか。

◇ 診療及び研究の成果の臨床へ
の導入を推進しているか。

【指標】
臨床研究実施件数を毎年度，１７０
件以上とする。

(3) 臨床研究支援体制の充実
　臨床研究及び治験を推進するため，臨床研究推進室の
支援体制を充実し，職員による臨床研究を奨励する。

◇ 職員による臨床研究の奨励が
なされているか。
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

【会議開催状況】

【臨床研究】

実施件数（課題数）

 　そのうち特定臨床研究

新規承認数

 　そのうち特定臨床研究

【試料・情報の提供のみ】

実施件数（課題数）

新規承認数

【論文発表】

邦文　 査読有

査読無

欧文

【治験】

受託件数

実施症例数

【製造販売後調査】

受託件数

新規受託件数

実施症例数

【研究支援費】

配分金額

支出執行金額 5,901,529円

１０診療科
７部門

１０診療科
７部門

１２診療科
６部門

１２診療科
６部門

２４件

令和7年度

２０件

１６件

３６件

７２件

令和7年度

１９件

９件

令和7年度

２６３件

３１件

８１件

３件

令和7年度

６回

６回

令和6年度 令和7年度

13,272,000円 8,109,000円

10,238,818円

２件

２４件

令和7年度

２１件

２件

10,540,499円 10,658,456円

２６件

１０件

３７件

６７件

令和4年度 令和6年度

倫理委員会

令和5年度

２７件

４件

１７件

令和4年度 令和5年度

13,975,000円 17,457,000円

令和6年度

令和5年度

３０件 ４１件

合計

１７件

令和5年度

２７件

令和4年度 令和6年度

新規受託件数

(1) 臨床研究の推進
○　倫理委員会の事務局を臨床研究推進室に置き，臨床研究の
対象となる個人の人権擁護，利益・不利益及び危険性等を適切
に審査し，臨床研究の活発な遂行を図った。
○　東北メディカル・メガバンク機構への参加により，東北大学と
の連携を図り，科学的根拠となるデータ集積及びエビデンスの形
成に努めた。
○　倫理委員会において，毎年度新たな臨床研究が承認され
た。また，臨床研究についての学会発表，論文発表に取り組ん
だ。
○　当院において臨床研究を申請する際の必須要件として，「ｅ
ラーニングを用いた研究倫理に関する研修を受講済みであるこ
と」を求めることとし，運用していた。
○　研究支援費の運用を整備するなど，研究を実施する職員に
対する支援の充実を図った。
○　臨床研究法（平成２９年法律第１６号）において特定臨床研
究として位置づけられる臨床研究について，認定臨床研究審査
委員会での審査及び院長による実施許可等必要な手続きを行っ
た。
○　当院が代表機関として多機関共同研究に参加するにあたり，
標準業務手順書を整備した。［Ｒ６］

【臨床研究実施件数】
Ｒ４：対中期計画127.6％，対年度計画127.6％
Ｒ５：対中期計画122.4％，対年度計画122.4％
Ｒ６：対中期計画135.9％，対年度計画135.9％
Ｒ７：対中期計画154.7％，対年度計画154.7％

(2) 治験の推進
○　治験審査委員会の事務局を臨床研究推進室に置き，治験の
原則である治験を実施することの倫理的，科学的，医学的見地
からの妥当性について審査するなど，適切に実施した。
○　東北大学病院臨床研究推進センターの東北トランスレーショ
ナルリサーチ拠点形成ネットワーク（以下「ＴＴＮ」という。）や国立
成育医療研究センターを核とした小児治験ネットワーク等を積極
的に活用し，当院の特徴を生かした質の高い治験を実施した。
○　治験については，毎年度新たな治験を受託した。
○　製造販売後調査については，毎年度新たな調査を受託し
た。

４件

※　人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針
　　（令和３年文部科学省・厚生労働省・経済産業省告示第1号）により
　　「試料・情報の提供のみを行う機関」は研究機関と明確に区別された

令和4年度 令和5年度

６回

６回

令和6年度

６件

１９件

８件

令和7年度

２１件

ｶｳﾝﾄ変更前１８６人
（変更後２１７人） ２３１件

令和5年度
ｶｳﾝﾄ変更前１７８人

（変更後２０８人）

３０件３１件 ２９件

６８件 ７７件

２１件

１１件 １４件

３件 ９件

(3) 臨床研究支援体制の充実
○　治験や臨床研究の推進を目的として，治験等に参加した診
療科及び協力した部局に対して研究支援費を配分した。配分金
額は，「宮城県立こども病院治験等収入の運用に関する要領」に
基づき算出した。

６件

３件

２３件

３６件 ４６件

令和6年度

６回

６回 ６回治験審査委員会

５８件

令和4年度

６件 ９件

４２件

２５件

令和4年度

令和6年度

４　臨床研究事業

○　院内のみならず県及び東北地方全体の周産期・小児医療・
療育水準の向上のため，臨床研究を積極的に遂行した。
○　臨床研究推進室が事務局となり，医師主導の臨床研究及び
治験の管理，研究を推進するための環境整備，研究者サポート
など幅広く取り組んだ。
○　臨床研究及び治験について，臨床研究法(平成２９年法律第
１６号），人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指
針（令和３年文部科学省・厚生労働省・経済産業省告示第１号）
及び医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令（平成９年厚
生省令第２８号）を遵守して実施するとともに，倫理委員会及び
治験審査委員会を２か月毎に開催し，外部委員等の意見を適切
に反映した。

令和5年度

６回

令和4年度

２件

※ 用語の定義「特定臨床研究」：平成３０年４月に施行された「臨床研究法」において，
　　以下に該当する臨床研究は『特定臨床研究』として定義され，法規制の対象となった。
　　・「医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安全性の確保等に関する法律」（薬機法）
　　における未承認・適応外の医薬品等の臨床研究
　　・製薬企業等から資金提供を受けて実施される当該製薬企業等の医薬品等の臨床研究

１件 １件

２５件

２９件 ２７件

２５件 ２５件

配分先

２８件

２０件
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

　教育研修事業については，東北大学病院等，他の
臨床研修病院との連携及び法人が有する人的・物的
資源を生かした研修プログラムを充実させることによ
り，専攻医等の確保及び育成に積極的に取り組むこ
と。また，看護師，薬剤師，医療技術職員及び事務職
員等の資質向上に資する取組を積極的に支援するこ
と。
　県内の医療・療育従事者に対する知識及び技術の
普及に資するため，地域医療支援病院及び療育拠点
施設としての地域医療研修会や療育支援研修会等，
研修事業の充実を図ること。
【指標】
①　地域医療研修会を毎年度，１２回以上開催するこ
と。（前中期目標期間実績：平成３０年度２４回，令和
元年度１９回，令和２年度４回）
②　療育支援研修会を毎年度，１回以上開催するこ
と。（前中期目標期間実績：平成３０年度１回，令和元
年度１回，令和２年度０回）

　当院の研修プログラムの充実や他の臨床研修病院との
連携等により，研修医や地域医療を担う医師等の確保及
び育成に積極的に取り組む。
　職員の資質向上に資する取組を積極的に支援する。
　県内の医療・療育従事者に対する知識及び技術の普及
のための研修事業の充実を図る。

(1) 質の高い医療・療育従事者の育成
イ　臨床研修医や専攻医の育成
　協力型臨床研修病院として，基幹型臨床研修病院に所
属する医学部卒後１年目から２年目までの臨床研修医の
研修（１～２か月間）を積極的に受け入れる。
　医学部卒後３年目から５年目までの専攻医については，
当院独自の研修プログラムに基づいた質の高い研修を提
供し，他の研修病院と密接な連携及び人的交流を図りな
がら良質な医師を育成する。
　特に，小児内科系コースに関しては，当院の研修を東北
大学小児科研修協議会による「小児科研修プログラム ｉｎ
ＭＩＹＡＧＩ」の一環と位置付け，プログラムに登録した専攻
医のローテート研修を積極的に受け入れる。
　医学情報の検索・入手環境の充実，研究支援体制の充
実，各種研修会の開催，臨床研修指導医講習会への参
加等を通して，教育研修環境の整備に努める。

◇ 臨床研修医の研修を積極的に
受け入れているか。

◇ 専攻医のローテート研修を積極
的に受け入れているか。

◇ 教育研修環境の整備に努めて
いるか。

５　教育研修事業 ５　教育研修事業

ロ　専門医の育成
　医療内容の高度化や増患対策等の課題に対応するた
め，小児医療における各領域のサブスペシャリティ専門医
を目指す卒後６年目以降の若手医師を受け入れ，当院独
自の専門研修制度と関連施設との協力体制の下に次世
代の専門医を育成する。

◇ サブスペシャリティ専門医を目
指す医師を受け入れ，こども病院
独自の専門研修制度と関連施設と
の協力体制の下，専門医の育成を
行っているか。
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

【研修医の受入れ状況】　

【厚生労働省の指針に基づく臨床研修指導医数・指導歯科医数】

指導医数

指導歯科医数

【専門研修医の受入れ状況】　

専門研修医

令和7年度

２６人

令和7年度

０人

１１人

R7.4.1

２２人

２人

２３人

令和4年度 令和6年度

ロ　専門医の育成
○　医療内容の高度化や増患対策等の課題に対応するため，小
児医療における各領域のサブスペシャリティ専門医を目指す若
手医師を積極的に受け入れ，当院独自の専門研修制度と関連
施設との協力体制の下に次世代の専門医を育成した。
○　指導医及びコメディカルによる専門研修医の評価を行い，総
合評価を院長（臨床研修委員長）から本人にフィードバックした。
同時に，専門研修医による指導医・研修診療科の評価も行い，
今後の臨床研修指導の参考とした。

２４人

令和5年度

１７人

※ 令和７年４月１日現在の配置状況
　　小児科１２人，小児外科２人，心臓血管外科１人，脳神経外科１人，産科２人，麻酔科４人，
　　歯科・小児歯科・歯科口腔外科・矯正歯科２人

１３人

令和4年度 令和5年度

１７人 ７人

専攻医（後期研修医）

R4.4.1 R6.4.1

５　教育研修事業

１９人 ２４人

令和6年度

６人

(1) 質の高い医療・療育従事者の育成
イ　臨床研修医や専攻医の育成
○　臨床研修医（初期研修医）の受入れ
　協力型臨床研修病院として，基幹型臨床研修病院である東北
大学病院，仙台厚生病院，東北労災病院，総合南東北病院，萌
芽の森クリニック・歯科に所属する臨床研修医の研修を受け入れ
た。
　なお，当院の症例は小児科初期研修には向かないため，令和
６年度中に小児科初期研修の受入れ見合わせを各医療機関に
通知した上で，令和７年度の受入れを中止した。
　臨床研修医を受け入れている各科については，臨床研修に関
する省令に定められた人数を満たす指導医を配置した。
○　後期研修医（専攻医）の受入れ
　東北大学病院などと密接な連携及び人的交流を行いながら質
の高い研修を提供し，若手医師の育成に努めた。
○　臨床研修委員会において，指導医及びコメディカルによる後
期研修医の評価を行い，総合評価を院長（臨床研修委員長）か
ら本人にフィードバックした。同時に，後期研修医による指導医・
研修診療科の評価も行い，今後の臨床研修指導の参考とした。
○　教育病院として，医学中央雑誌Ｗｅｂ，メディカルオンライン，
ＵｐＴｏＤａｔｅ，クリニカルキー等を引き続き利用した。

２１人

２人

１２人 １１人

２人

R5.4.1

２人

臨床研修医（初期研修医）
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

ハ　職員の資質向上への支援
　医師をはじめ，看護師，薬剤師，医療技術職員及び事
務職員等に対する院内研修会等を充実するとともに，新
たな知見獲得，病院として必要な資格取得，自己啓発等
のため，各種学会，外部研修会への参加等，職員の資質
向上のための支援に努める。

◇ 職員に対する院内研修会等を
充実させているか。

◇ 各種学会，外部研修会への参
加等，職員の資質向上のための支
援に努めているか。
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

【認定看護師・専門看護師数】

認定看護師 感染管理

皮膚・排泄ケア

小児救急看護

救急看護

新生児集中ケア

専門看護師 小児看護

遺伝看護

診療看護師

※特定行為研修修了者

【院内認定看護師認定者数】

感染管理分野院内認定看護師

皮膚・排泄ケア分野院内認定看護師

採血

膀胱留置カテーテル挿入

胃チューブ挿入

【新キャリア開発システムにおける取得者総数】

　

　ノンレベル

　レベルⅠ取得者

　レベルⅡ取得者

　レベルⅢ取得者

　レベルⅣ取得者

　合　計

※ 表中の人数は，既取得者に新規取得者を加えた総数

【厚生労働省が新人に求める臨床実践能力の技術的側面の目標達成率】

【学術交流会】

【院内療育研究会】

【各種助成実績】

ポスター製作費 ６件 ２０件 ２５件 １６件

英語論文校正費　 ７件 １４件 １７件 ２０件

研究費 ０件 ０件 ０件 ２件

令和7年度

１０人

２人

－

－

１人 １人 １人

１人

１人

－ － １人

２人

令和7年度

２人＋育成中１人

２人

３人

１人

１人

２人

４人

院内療育研究会 １回

令和4年度

令和4年度

１４人

64人(17.8％)

110人(32.0％) 110人(30.5％) 123人(33.1％) 120人(33.3％)

114人(33.1％) 117人(32.5％) 121人(32.6％) 123人(34.2％)

26人(7.6％) 30人(8.3％) 32人(8.7％) 29人(8.0％)

344人(100％) 361人(100％) 371人(100％) 360人(100％)

28人(8.1％)

１２人

令和7年度

１回

令和7年度

令和7年度

９２．３％

令和7年度

０回

令和4年度

１人

育成中１人

１人

－ － １人 ２人

１人

１２人

１２人

９人

２人

２人

２人

８人 １４人

プライマリ・ケア（成人・老年）領域

１５人

－

－ － －

７７．７％ ９２．０％

令和4年度 令和5年度 令和6年度

２人

75人(20.7％) 69人(18.6％)

新人の技術的側面平均目標達成率

令和5年度 令和6年度

学術交流会 １回 ２回

令和6年度

８人

令和4年度

令和4年度 令和5年度 令和6年度

１０人

令和7年度

２人

２人

令和4年度 令和6年度

令和6年度

３人 ４人

令和5年度

安全看護技術院内認定看護師

６人 １０人

－ １人

１３人

８人 １３人

認定看護管理者

２人

４人

－

１人

令和5年度

１人

３人

ハ　職員の資質向上への支援
○　看護師，薬剤師，医療技術職員及び事務職員等について，
各種学会，専門研修への参加，病院として必要な資格取得，自
己啓発研修の受講など，職員の資質向上に資する取組を積極的
に支援した。
○　新規採用職員オリエンテーションの受講後，看護部新任者研
修，シャドウイング研修，状況設定シミュレーションなど，臨床判
断能力の強化を図った。また，入職後のフォローアップでは，演
習を通してコミュニケーション能力を強化した。既卒採用者の支
援強化のため，既卒者キャリア支援のフォローアップ研修を実施
した。
○　キャリア開発システムに沿った教育計画に基づき研修を行っ
た。
○　優れた看護実践者を育成するためジェネラリスト院内留学を
企画・実施した。［Ｒ６～］
○　看護研究の質を向上させるため，講師による研究データ分
析・発表について研修会及び個別指導を実施した。また，院外の
研究指導者研修を受講した看護師を中心に看護研究支援チー
ムを作り，活動を開始した。［Ｒ６］
○　実習指導のスキルアップ及び指導者支援の強化を図るた
め，実習指導者会を立ち上げ，会議を開催した。［Ｒ６］
○　院内認定制度は，安全看護技術認定，感染管理認定，皮膚
排泄ケア認定の３つの分野の育成プログラムに沿って実施し，院
内認定看護師数は増加している。
○　専門看護師・認定看護師は，院内広報活動を継続し，専門
分野の研修企画・研究支援を行った。
○　提供する医療の相互理解及び人材確保支援を目的に，職員
の資質向上と地域貢献を兼ねて，看護師や助産師を派遣した。
また，就学に伴う休業制度を活用して，看護師，助産師が就学し
ている。
○　学術支援委員会の活動を通して，院内における学術活動を
振興し，県及び東北地方全体の周産期・小児医療・療育水準の
向上に寄与した。
　・医学情報検索・入手環境の整備
　　医学雑誌契約リストを職員に周知し，
　　電子ジャーナルを含めた利用環境を整えた。
　・研究費助成制度の運用
　・図書室の管理・運営

令和6年度

26人(7.0％)

66人(19.2％)

母性看護

２回

２人 ２人

２人 ２人

令和5年度

０人

令和5年度

２回 １回

24人(6.7％)

９１．４％

29人(8.0％)
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

６　災害時等における活動 ６　災害時等における活動

ロ　療育拠点施設としての研修事業
　療育拠点施設として，療育支援に必要な知識・技術の習
得，人材の育成につながる取組として，療育支援研修会
を開催し，実習支援を行うなど，地域の療育スタッフ等の
資質向上を図る。
【指標】
療育支援研修会を毎年度，１回以上開催する。

◇ 療育に係る研修会等の開催に
より，地域の療育スタッフ等の資質
向上に取り組んでいるか。

【指標】
療育支援研修会を毎年度，１回以
上開催する。

(2) 地域に貢献する研修事業の実施
イ　地域医療支援病院としての研修事業
　地域医療支援病院として，県内外の周産期・小児医療
従事者及び関係機関への教育的役割・情報発信的役割
を果たすため，地域医療連携推進計画に基づき，登録医
療機関の医師・職員，関係機関の職員に対し，講演会，
症例検討会等の地域医療研修会を開催し，その充実を図
る。
【指標】
地域医療研修会を毎年度，１２回以上開催する。

◇ 周産期・小児医療従事者等を対
象とした地域医療研修会の開催に
より，地域医療への貢献を行ってい
るか。

◇ 開催回数は指標を達成している
か。

【指標】
地域医療研修会を毎年度，１２回
以上開催する。

　災害，新興感染症等公衆衛生上重大な危害が発生
し又は発生しようとしている場合には，関係機関との
連携の下，迅速かつ適切な対応を行うこと。また，災
害等の発生に備えて，定期的に防災マニュアルや事
業継続計画の見直しを行うとともに，防災訓練等に努
めること。

　災害，新興感染症等の公衆衛生上重大な危害が発生し
又は発生しようとしている場合には，迅速かつ適切に対応
する。
　大規模災害が発生した場合に，迅速かつ的確な対応が
できるよう，医療救護体制の整備及び関係機関との連携
等について検討し，災害対策マニュアルを整備する。
　災害等の発生に備えて，定期的に防災マニュアルや事
業継続計画の見直しを行うとともに，防災訓練等に努め
る。
　防犯等の安全対策については，防犯マニュアルに基づく
訓練や研修を実施するなど，安全管理体制の徹底に努め
る。

◇ 防災マニュアルや事業継続計画
の見直し及び防災訓練の実施な
ど，災害時等への備えは図られて
いるか。

◇ 防犯マニュアルに基づく訓練や
研修を実施するなど，安全管理体
制の徹底に努めているか。
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

【地域医療研修会】

開催回数

【療育支援研修会】（当院主催）

１回 １回 １回 ２回

【その他外部向け療育関係院外研修会】（他機関主催）

　○　東北・北海道肢体不自由児施設療育担当職員研修会［Ｒ４～］

　○　全国肢体不自由児療育研究大会［Ｒ４～］

　○　医療的ケア推進事業実践者研修［Ｒ５～］

【受託事業（Ｒ６）】

受託事業名

　

【備蓄】

７日分 ７日分 ７日分 ７日分

３日分 ３日分 ３日分 ３日分

３日分 ３日分 ３日分 ３日分

【訓練実施状況】

２回 １回 ３回 ２回

１回 １回 １回

大規模災害対策（机上訓練等）

(2) 地域に貢献する研修事業の実施
イ　地域医療支援病院としての研修事業
○　地域医療支援病院として，県内外の周産期・小児医療従事
者及び関係機関への教育的役割・情報発信的役割を果たすた
め，登録医療機関の医師・職員，関係機関の職員に対し，地域
医療研修会をオンライン形式やハイブリッド形式で開催した。集
合形式と比較し，院外から多く参加を得た。
○　各診療科による「月イチセミナー」（月１回を目安としたオンラ
インセミナー）を開催し，診療内容の紹介や患者紹介の目安に加
え，診療のポイント，専門領域のトピックス，診療ガイドライン等を
発信した。
○　各研修会のオンデマンド配信を，講師の同意が得られた研
修会について実施した。
○　交流会を兼ねて，「七夕の集い」を対面やオンラインで毎年
度開催した。
○　「小児薬物療法研修会」では，日本薬剤師研修センター「研
修認定薬剤師」１単位，「小児薬物療法認定薬剤師」１単位を申
請可能とした。

【地域医療研修会開催回数】
Ｒ４：対中期計画158.3％，対年度計画158.3％
Ｒ５：対中期計画150.0％，対年度計画150.0％
Ｒ６：対中期計画141.7％，対年度計画141.7％
Ｒ７：対中期計画141.7％，対年度計画141.7％

ロ 　療育拠点施設としての研修事業
○　療育支援研修会を毎年度開催した。
○　東北・北海道肢体不自由児施設療育担当職員研修会につい
ては，令和４年度はオンライン，令和５年度は現地で参加し，発
表も行った。令和６年度は，当番施設を担い，集合形式で，総
会，協議会，研修会を１日で行う形とし，多くの参加を得た。
○　県の事業である重症心身障害児者等医療型短期入所コー
ディネート事業（受託者：仙台エコー医療療育センター）の会議に
参加した。
○　県が行う医療的ケア推進事業実践者研修が再開され，講師
及び演習支援者として医師及び看護師を派遣した。［Ｒ５～］
○　障害児通所支援事業所等看護体制整備推進業務を県から
受託し，医療的ケア児等に対応できる看護職員の育成等を目的
とした研修会を実施した。
○　療育支援部と看護部が連携して，船岡支援学校看護師２人
とちるふぁ看護師１人の実習を受け入れた。［Ｒ６］
○　県の医療的ケア推進事業に参画し，支援学校への巡回指
導，オンデマンド研修，医療的ケア看護職員研修会，吸引指導の
講義・演習研修，校内医療的ケアコーディネーター研修会，病棟
実地研修を行い，地域の支援学校職員や通所施設看護師等の
教育を支援した。［Ｒ７］

【療育支援研修会開催回数】
Ｒ４：対中期計画100.0％，対年度計画100.0％
Ｒ５：対中期計画100.0％，対年度計画100.0％
Ｒ６：対中期計画100.0％，対年度計画100.0％
Ｒ７：対中期計画100.0％，対年度計画100.0％

６　災害時等における活動

○コロナ禍においては，患者に安全・安心な医療を継続して提供
することを目的として，「新型コロナウイルス感染症対策本部会
議」を開催し，院内感染対策等を検討し実施した。
○　消防訓練を毎年度実施し，初動対応の確認と防火意識の向
上を図った。
○　防犯訓練を，まほうのもり保育園と合同で，毎年度実施した。
○　職員の災害対策への意識高揚を図り，災害時の初動対応を
学ぶとともに，大規模災害時体制の趣旨及び内容を職員へ周知
徹底することを目的として，大規模災害対策机上訓練を実施し
た。［Ｒ５］
○　大規模災害対策について，医療救護体制の整備のため県及
び仙台市と打合せを行い，当院の役割を明確にすることができ
た。［Ｒ６］
○　大規模災害発生時の事業継続計画（ＢＣＰ）の見直し及び維
持・管理（ＢＣＭ）を目的として，専門家を招聘して災害対策研修
会を開催した。［Ｒ７］
○　職員用非常食について，賞味期限管理による入替更新を行
いつつ，バリエーションのある品目備蓄（４品目から６品目へ拡
充）を行った。［Ｒ４］
○　防災マニュアルを改訂した。［Ｒ７］
○　防災備品として，折り畳みヘルメット，アルミヒートブランケッ
ト，ＬＥＤネックライト等を購入し，院内に配備した。［Ｒ４］
○　防災備品として，院内配備品の確認を行い，備品補充の次
年度計画を策定した。［Ｒ５］
○　安否確認システムを導入し，震災発生時にスマートフォンア
プリで全職員の安否を確認できる体制を整備した。当該システム
の全国の登録ユーザーを対象とした「全国一斉訓練」に参加し
た。［Ｒ６～］

医療的ケア対応力向上研修（医療的ケア児支援者研修）の実施
院外から申込みのあった看護師及び助産師計９人

令和4年度 令和6年度

開催回数

宮城県障害児通所支援事業所等看護体制整備推進業務

実施内容

令和7年度

令和7年度

１回（講演会）

令和7年度

令和7年度

１７回

消防訓練（春季，秋季）

防犯訓練 ２回（外部１回含）

１８回

令和4年度 令和5年度

１９回

令和6年度

１７回

１回（放射線部）― １回（全体）

令和6年度

令和4年度 令和5年度 令和6年度備蓄品

災害用医薬品

患者用非常食

職員用非常食

令和4年度 令和5年度

令和5年度
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

(3) 職員の参画等による業務運営
　日常の医療・療育活動の中で把握した患者及びその家
族のニーズを各業務に反映させるなど業務改善に取り組
むとともに，業務運営への職員の主体的な参画を促す体
制を整備する。

　医療・療育環境の変化に的確かつ柔軟に対応する
ため，組織体制の適切な構築に努めるとともに，医
療・療育体制と経営管理体制の連携強化を図ること。
また，ＰＤＣＡマネジメント による運営等を推進し，業
務運営体制の強化に取り組むこと。

　医療・療育環境の変化に的確かつ柔軟に対応するた
め，組織体制の適切な構築，医療・療育体制と経営管理
体制の連携及び機能強化等により業務運営の改善や効
率化を推進し，業務運営体制の強化を図る。

(1) 効率的・効果的な組織の構築
　当院の持つ機能・役割に即した効率的・効果的な組織を
構築する。
　医療・療育ニーズや医療・療育を取り巻く環境の変化，
業務量等の変化に対応できる適正な職員配置に努める。
　職務遂行能力や適性を反映した職員配置を行う。

◇ こども病院の持つ機能・役割に
即した効率的・効果的な運営が可
能な体制となっているか。

◇ 医療・療育ニーズ等の変化に対
応できる適正な職員配置に努めて
いるか。

◇ 職務遂行能力や適性を反映した
職員配置を行っているか。

１  効率的な業務運営体制の確立 １  効率的な業務運営体制の確立

◇ 事務職員の資質向上と組織活
性化に取り組み，経営力の強化が
図られているか。

◇ ＰＤＣＡマネジメントによる運営を
徹底し，業務運営体制の強化が図
られているか。

◇ 日常の医療・療育活動の中で把
握した患者及びその家族のニーズ
を各業務に反映させるなど業務改
善に取り組んでいるか。

◇ 業務運営への職員の主体的な
参画を促す体制が整備されている
か。

(2) 業務運営体制の強化
　事務職員の資質向上と組織活性化に取り組み，経営力
の強化を図る。
　ＰＤＣＡマネジメントによる運営を徹底し，業務運営体制
の強化を図る。

第３  業務運営の改善及び効率化に関する目標 第３  業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す
るためにとるべき措置
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

(1) 効率的・効果的な組織の構築 【職員採用等の状況】

採用者数（4/2～4/1） ７５人 ７０人 ７６人 ６７人

退職者数（4/1～3/31） ４８人 ５６人 ７４人 ７３人

(2) 業務運営体制の強化 【オンライン研修（例）】

「病院財務会計オンラインセミナー」

(3) 職員の参画等による業務運営 【会議開催回数】

病院運営・管理会議 １３回 １３回 １５回 １５回

診療科長会議 １１回 １１回 １１回 １１回

部門長会議 １２回 １２回 １２回 １２回

【運営戦略室の取組】

地域医療連携強化，減算防止による収益確保

業務改善，患者サービス向上

業務改善，患者サービス向上

業務改善，経費節減

【病院取組（ｖｅｒ．２）報告会，病院運営報告会】

令和５年２月２０日（月）　ハイブリッド

参加者数 １１３人（会場２０人，オンライン９３人）

令和６年２月２６日（月）　ハイブリッド

参加者数 １２６人（会場２９人，オンライン９７人）

令和７年２月２７日（木）　ハイブリッド

参加者数 １５２人（会場３０人，オンライン１２２人）

令和８年３月１２日（木）　ハイブリッド，オンデマンド配信

演題・演者

「令和７年度の取り組みと令和８年度の課題」　虻川院長

「経営改善に向けてのベッドコントロール」 横内看護部長

参加者数 １８１人（会場５３人，オンライン８２人，オンデマンド配信４６人）

第３  業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するため
にとるべき措置

１  効率的な業務運営体制の確立

令和7年度

開催日

「こども病院の財務状況と社会的要因 」　今泉理事長

「拓桃園の今後の在り方」 萩野谷副院長

「循環器センターの現状と取り組みおよび手術関連実績と展望その他の報告」 崔副院長

「令和７年度の取り組み報告（成育支援局 等） 」 佐藤副院長

全国自治体病院協議会「病院財務会計（入門編・応用編）」

令和7年度

開催日

開催日

令和5年度 令和6年度

一般財団法人地方自治研究機構「病院事業経営実務講習会」

令和4年度

開催日

病院機能評価3rdＧ：Ver．3.0対応　改善支援セミナー【審査当日編】
（オンデマンド配信）

研修会名 全国自治体病院協議会「医療接遇オンラインセミナー」

令和4年度 令和6年度

課　題 成　果

逆紹介割合の向上・維持

Gakkenメディカルクリップ導入

「入院のご案内」刷新

委員会のペーパーレス化

○　当院の持つ機能・役割に即した効率的・効果的な組織を構築
するため，職務遂行能力や適性を反映した職員配置を行うととも
に，医療・療育ニーズや医療・療育を取り巻く環境の変化，業務
量等の変化に対応できる適正な職員配置に努めた。

○　オンライン研修等を活用して，事務職員の資質向上等に資す
るよう取り組んだ。
○　ＰＤＣＡサイクルを重視し，県の評価結果，病院機能評価の
評価結果等に対応した継続的改善に取り組み，業務運営体制の
強化に取り組んだ。

令和5年度

○　法令で設置が求められている安全対策委員会や感染対策委
員会を始めとした院内委員会や会議を常設し，これらに多くの職
員を参画させることで病院運営に関わる各種情報の共有を図る
とともに，各般の課題の整理と対応策の検討を通じて意識改革を
図り，医療の質の向上や病院運営の改善につなげた。
○　院長・副院長会議等で提起された病院運営上の課題解決に
向け，職員を適材適所に配置するとともに，具体的な改善策を検
討するため，職種や職位を越えた職員で構成する検討会を行う
など，職員の意識改革やモチベーションの高揚に努めた。
○　院長・副院長会議が推進する「病院取組」については，令和
２年度に経営改善を主眼とする「病院取組（ｖｅｒ．２）」を立ち上
げ，令和３年度以降毎年度，報告会を開催し，その取組状況を報
告した。（令和７年度から，病院運営報告会に移行）
○　病院運営に関する重要事項を指示・伝達するとともに，各部
署の主要事項等の周知や意見交換等を行うほか，病院運営に
係る情報を共有することで業務改善等への活用に努めるため，
月１回，診療科長会議，部門長会議を開催し，当該情報を院内Ｏ
Ａに掲載し，職員に周知した。
○　６月に院長直属の運営戦略室を新設し，各部署の中堅職員
を室員（兼務）に任命した。逆紹介割合の向上・維持をはじめ病
院運営に関する様々な課題に取り組み，業務改善と収益確保の
成果が得られた。同時に，部署間・職員間のコミュニケーションが
活性化し，病院幹部と職員との意思疎通も向上した。
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

　他の小児病院等との比較を通して，経営分析を行う
とともに，各種指標を活用し，法人の業務全般につい
て最適化を図り，診療収入等の増収及び経費の節減
に取り組むこと。
　病床利用率の向上及び診療報酬制度等に対応した
体制の整備を図るなど，法人が有する様々な人的・
物的資源を有効に活用し，収支改善を図ること。
　人件費及び経費について，医業費用に占める割合
も高いことから，適正な職員配置及び業務委託の見
直し等を図り，医業収益に占める人件費比率及び委
託費比率などの低減に努めること。
　各事業年度に係る業務の実績等に関する評価の結
果等を業務改善に反映させること。
【指標】
①　病床利用率を毎年度，８０％以上とすること。（前
中期目標期間実績：平成３０年度７６.５％，令和元年
度７４.３％，令和２年度６４.６％）
②　医業収益に占める人件費比率を毎年度，７０％以
下とすること。（前中期目標期間実績：平成３０年度６
９.５％，令和元年度
７１.６％，令和２年度７７.０％）

　他の小児病院等との比較を通して，経営分析を行うとと
もに，各種経営指標を活用し，法人の業務全般について
最適化を図り，収益の増加及び経費の節減に取り組み，
収支改善を図る。

◇ 他の小児病院等との比較を通し
て，経営分析を行っているか。

◇ 各種経営指標を活用し，収益の
増加及び経費の節減に努め，収支
改善が図られているか。

(1) 医療資源の有効活用
　法人が有する人的資源，物的資源及び情報資源を有効
に活用して，収支改善を図る。

ロ　医療機器の効率的な利用の推進による収支改善
　医療機器については，集中管理方式を徹底し，ダウンタ
イム（故障・修理による使用不能時間）を減少させるなど，
維持コストの削減に努める。
　医療機器の状態・状況により診療等が滞ることのないよ
うに，経年劣化の状態や稼働状況等の把握に努める。

◇ 医療機器のダウンタイムの減少
や稼働状況等の把握に努め，効率
的な利用が図られているか。

２  業務運営の見直し及び効率化による収支改善
２　業務運営の見直し及び効率化による収支改善

イ　病床の効率的な利用の推進による収支改善
　病床の管理体制を充実させ，入退院予定情報，空床情
報等を集約して，緊急入院患者等が速やかに入院できる
体制を整える。
　患者数の増加に向けて，具体的な行動計画を策定し，
関係機関との連携，広報活動の強化，救急患者の受入れ
等を積極的に推進する。
【指標】
病床利用率を，中期目標期間中に８０％以上とする。

◇ 病床の効率的な利用が図られ
ているか。

◇ 病床利用率は指標を達成してい
るか。

【指標】
中期目標： 病床利用率を毎年度，
８０％以上とすること。

中期計画： 病床利用率を，中期目
標期間中に８０％以上とする。

35



中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

(1) 医療資源の有効活用

【困難度高：Ｒ４，Ｒ５，Ｒ６，Ｒ７】

【病床利用率，入院患者数，外来患者数等】

【臨床工学技士による医療機器保守件数】

令和7年度

６７．６％

５９，４９９人

５，３００人

１６３．０人

１０．２日

８９，２１７人

３６８．６人

令和5年度

　輸液ポンプ

令和7年度

２，７８１件

２，７９５件

４３５件

　シリンジポンプ

２，８２０件

３７３．５人

３，３９８件

５１２件

１，９８１件 ２，１２０件

　人工呼吸器 ３２６件

令和6年度

令和6年度

１５８．３人

令和5年度

入院１日平均患者数 １６１．０人

１１．１日

９１，１３７人

令和4年度

外来１日平均患者数 ３８３．２人

２，６５９件 ２，５５７件

３５８件

※ 患者使用後の医療機器を職員（臨床工学技士）が保守（点検）し，次に使用する患者へ整備後
の安全な医療機器を提供している。
※ 職員（臨床工学技士）による保守（点検）を行うことにより，業者委託が減り，委託費を抑えること
ができる。

６６．８％

４，８４０人

５８，９３６人

延外来患者数

６１，００２人

４，９７５人

１６７．１人

１１．３日

９１，３８１人

３７６．０人

延入院患者数 ５７，７８５人

新規入院患者数

令和4年度

病床利用率 ６５．７％

４，６６１人

９２，７２５人

平均在院日数 １１．４日

イ　病床の効率的な利用の推進による収支改善
○　ベッドコントロール会議（週１回）を継続し，週末のベッドコント
ロールやリリーフの必要性など各部署の状況を全体で共有した。
朝の病棟報告を集合形式としたことで各病棟の状況を共有する
機会が増え，ＰＩＣＵからの転棟先や急患の入院病棟の選定がス
ムーズになるなどの効果が出た。［Ｒ６］
○　コロナ禍においては，県における入院協力医療機関として，
小児の重症患者及び中等症患者を受け入れる体制を整備した。
［Ｒ４］
○　新型コロナウイルス感染症の病床確保による小児高度医療
の提供への影響を抑えるため，本館４階リラックスルームを確保
病床として臨時的に転用する運用を継続し，患者を受け入れた。
助成金を活用し，リラックスルームの改修工事を行い，感染症患
者受入れ環境を改善した。［Ｒ４］
○　リラックスルームについて，感染症患者が優先的に入院でき
る病室とするため，医療法上の用途変更，電子カルテや部門シ
ステムの設定変更等に計画的に取り組み，令和６年８月から本
館４階病棟に属する病室として使用可能とした。［Ｒ６］
○　リカバリー室については，計画どおり新設工事を行い，令和
５年１２月から使用開始した。［Ｒ５］
○　ナースコールの更新等，病棟・外来周辺の工事があったもの
の，診療を制限することなく終えることができた。［Ｒ５］
○　師長会議において，個室料金減免要件の統一化に向けて検
討し，実施した。［Ｒ７］
○　救急患者受入れ拡大のため，救急患者専用ベッドの設定や
転棟の基準について検討を開始した。令和８年度の完成に向け
継続して取り組んでいる。［Ｒ７］

【病床利用率】
Ｒ４：対中期計画82.1％，対年度計画90.6％
Ｒ５：対中期計画83.5％，対年度計画89.1％
Ｒ６：対中期計画86.6％，対年度計画101.9％
Ｒ７：対中期計画84.5％，対年度計画95.2％

６９．３％

２　業務運営の見直し及び効率化による収支改善

○　法人が有する人的資源，物的資源及び情報資源を有効に活
用して，収支改善を図った。

ロ　医療機器の効率的な利用の推進による収支改善
○　医療機器のレンタルに際して過剰な費用が発生しないよう
に，使用状況を鑑み調整して運用した。
○　部署別に配置している機器で修理の必要性が生じた場合
に，機器の再配分を行うなど，医療機器の効率的な利用に努め
るとともに，修理費を抑えた運用を行った。
○　院内各部署で使用している輸液ポンプ・ＰＩＣＵで使用してい
る人工透析装置の部品交換を臨床工学部で実施することによ
り，部品交換に係る委託費を抑えた運用を行った。
○　医療機器の院内修理・整備を適切に実施して，維持コストの
削減および医療機器のダウンタイムの減少を図った。
○　ＰＩＣＵ，リカバリー室に窒素配管を整備したことにより，低酸
素療法において使用する窒素ガスの運用コストの低減につなげ
た。［ＰＩＣＵ：Ｒ４，リカバリー室：Ｒ５］
○　新型コロナウイルス感染症対策で整備した医療機器につい
て，機能の維持や有効活用の観点から，感染症以外の一般患者
への活用を図った。
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

(2) 収益確保の取組
　新たな診療報酬の取得可能性やＤＰＣの係数向上等に
ついて診療データを基に具体的に検討し，提供する医療・
療育サービスとその提供体制に見合った収益を確保す
る。
　収益確保に係る制度や算定状況に関する職員の理解を
深め，また，診療報酬制度改定や障害福祉サービス等報
酬改定への対応を迅速かつ適切に行い，事業収益の確
保に取り組む。
　診療報酬等の請求漏れの防止及び未収金発生の防止
と早期回収に取り組む。

◇ 診療データ等を基に，新たな診
療報酬の取得可能性やＤＰＣの係
数向上等について具体的に検討し
ているか。

◇ 診療報酬制度改定や障害福祉
サービス等報酬改定への対応を迅
速かつ適切に行い，事業収益の確
保に取り組んでいるか。

◇ 診療報酬等の請求漏れ防止，
未収金発生防止・早期回収の取組
は十分か。
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

【取組事項】

【新規及び既存の診療報酬等の取得状況】

【Ｒ４】
○　ＤＰＣの係数向上を目的に診療実績のデータ分析に基づき在院日数を短縮する対策，重症度
の高い症例を積極的に多職種でＤＰＣコーディングを行うことに取り組み，全国のＤＰＣ標準病院群
で上位病院となった。
○　入退院センターにおいて，全予定入院患者を対象とする入院前説明の運用基準を複数職種で
検討を重ね，令和４年１０月から開始した。
○　入退院センターにおいて，全予定入院患者を対象とする入院前説明の導入に伴い，患者サー
ビスの向上を目的にマイナンバーカードを健康保険証として利用できるシステムに付与された機能
（オンライン資格確認システムによる限度額適用認定証の利用申請）を令和４年１０月から開始し，
また，医療費後払いシステムの利用案内を，令和５年２月から開始した。
○　医療費後払いシステムの主たる支払方法となるクレジットカード決済手数料の見直しを進め，
引下げを実現した。
【Ｒ５】
○　多職種によりワーキンググループを設置し，医療安全上重要な取組として，また，病院機能評
価受審に向けた対応として，組織的に報告書の確認漏れを防止する「報告書確認対策チーム」を発
足し，関連する診療報酬を令和５年７月に取得した。
○　多職種によりワーキンググループを設置し，リハビリテーションの収益向上とＤＰＣコーディング
等の業務運用の見直しに取り組んだ。
○　逆紹介患者の減少を改善するため，担当医師を定め，退院時にかかりつけ医への診療情報提
供を行う運用の検討にあたり，関係職員が連携して取り組んだ。
○　病床利用率の向上と入院収益の確保のため，多職種により入院日の検査，食事提供等の運用
の見直しに取り組んだ。
○　令和５年７月に，前年度から施設認定の取得に取り組んだ紹介受診重点医療機関に認定され
た。当院の地域における役割，医療の質が評価された。
【Ｒ６】
○　在宅医療における収入確保のため，担当医師を定め，入退院センターでの診療及び在宅療養
指導を開始した。
○　逆紹介患者の減少を改善するため，担当医師を定め，退院時にかかりつけ医に対して，入院中
の診療状況等を文書により情報提供する取組を開始した。この取組により，逆紹介患者の増加を
図ることができた。
○　在宅医療に関わる業務の効率化として，令和４年１月より稼働しているＲＦＩＤ入力システムの運
用データを分析し，診療報酬の算定要件に合わせて担当医師を配置させることで指導料算定の機
会損失を最小限に抑える取組を実施した。
【Ｒ７】
○　外来収益の確保のため，組織横断的に連携して，食物アレルギー負荷検査の対象者拡大を検
討し，診療体制等の整備が完了した令和７年７月から診療報酬の算定を開始した。
○　入院収益の確保のため，成育支援局と事務部が連携し，段階的に本館の小児病棟における保
育士２人以上の配置を検討し，令和７年６月と９月に上位区分の診療報酬の算定を開始した。
○　医師の業務負担軽減及び入院収益の確保のため，診療部と事務部が連携し，積極的な医師
事務作業補助職員の採用を行い，令和７年７月から上位区分の診療報酬の算定を再開した。
○　入院収益の確保のため，看護部と事務部が連携し，夜間・休日の救急医療における既存の診
療報酬の算定の可能性を検討し，人員配置等の算定基準を満たした診療報酬（加算）を導入した。
○　入院収益の確保のため，薬剤部と事務部が連携し，病棟薬剤業務における既存の診療報酬の
算定の可能性を検討し，令和８年３月に人員配置等の算定基準を満たした診療報酬（加算）を導入
した。

【Ｒ４】
○診療報酬
　①　感染対策向上加算１　　　　　　　　　　　②　短期滞在手術等基本料１
　③　染色体検査の注２に規定する基準　　 ④　抗アデノ随伴ウイルス９型（ＡＡＶ９）抗体
　⑤　小児特定集中治療室管理料          　⑥　小児入院医療管理料１（無菌治療管理加算１）
　⑦　膀胱頸部形成術（膀胱頸部吊上術以外），埋没陰茎手術及び陰嚢水腫手術
　　　（鼠径部切開によるもの）
　⑧　看護職員処遇改善評価料             　⑨　外来腫瘍化学療法診療料１
　⑩　外来化学療法加算１                    　⑪　悪性腫瘍病理組織標本加算
　⑫　遺伝学的検査［自費診療］             　⑬　特別メニューの食事料金［自費診療］
　⑭　拡大新生児スクリーニング検査［自費診療］
○短期入所サービス費
　①　緊急短期入所受入加算（Ⅱ）
【Ｒ５】
○診療報酬
　①　報告書管理体制加算                     ②　一般名処方加算（特例措置）
　③　遺伝学的検査［自費診療］
○短期入所サービス費
　 日中活動支援加算
【Ｒ６】
○診療報酬
　①　小児入院医療管理料の「注２」に規定する加算（保育士２人以上の場合）
　②　がん性疼痛緩和指導管理料          　 ③　ウイルス・細菌核酸多項目同時検出（髄液）
　④　ストーマ合併症加算                     　 ⑤　尿道狭窄グラフト再建術
　⑥　精巣温存手術                                ⑦　麻酔管理料（Ⅱ）
　⑧　アレルギー性鼻炎免疫療法治療管理料
　⑨　歯科外来診療医療安全対策加算２
　⑩　歯科外来診療感染対策加算３
  ⑪　栄養サポートチーム加算
　⑫　外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）
  ⑬　歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）
　⑭　入院ベースアップ評価料１１８
　⑮　小児特定集中治療室管理料の早期離床・リハビリテーション加算
　⑯　夜間休日救急搬送医学管理料の注3に規定する救急搬送看護体制加算
　⑰　長期収載品の処方に関する特別の料金
　⑱　遺伝学的検査［自費診療］
○障害児入所給付費
　①　地域移行加算
  ②　福祉・介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）
【Ｒ７】
○診療報酬
　①　小児入院医療管理料の「注２」に規定する加算（保育士２人以上の場合）
　②　医師事務作業補助体制加算１（１５対１）
　③　夜間休日救急搬送医学管理料の注３に規定する救急搬送看護体制加算
　④　病棟薬剤業務実施加算１
　⑤　母乳育児相談（休日，時間外）［自費診療］
　⑥　予防接種（髄膜炎菌ワクチン）［自費診療］
　⑦　予防接種（RSウイルスワクチン）［自費診療］
　⑧　遺伝学的検査［自費診療］

(2) 収益確保の取組
○　ＤＰＣマネジメントチーム及び院内委員会において，診療部，
看護部を始め，組織横断的に各部署の職員が連携して，新規及
び既存の診療報酬，障害福祉サービス等の報酬算定の可能性
を検討し，導入とその維持に取り組んだ。
○　診療報酬改定により新設，一部改正の情報について，職員
への周知を図った。
○　第三次医療情報システムを活用して，適切な診療報酬の算
定に努めた。
○　診療報酬の査定に対しては，再審査申立てを行い，事業収
益の確保に取り組んだ。
○　新型コロナウイルス感染症への対応として，電話診療を継続
し，感染防止に配慮した診療体制とした。［Ｒ４］
○　入院予約時に後払いクレジット決済，診断書等作成の受付
時に後払いコンビニ決済の利用案内を積極的に行い，未収金発
生防止に取り組んだ。［Ｒ６］
○　年１回から２回，定時的に行っていた最終催告及び未収金収
納業務の外部委託の運用を令和４年度に見直して随時行うこと
とし，未収金の早期回収に取り組んだ。
○　新設した運営戦略室において逆紹介割合の向上・維持に取
り組み，地域医療支援病院に求められる逆紹介割合３０‰以上
を達成・維持した。これにより逆紹介割合の低下による初診料・
外来診療料の減算を回避することができた。［Ｒ７］
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

ロ　適正な職員配置及び業務委託の見直しによる節減
　業務量に対応した適正な職員配置，職員の職務能力の
向上を図るとともに，知識と経験のある退職者の再任用
等の人材活用の促進等により，人件費比率の低減を図
る。
　業務委託については，業務委託内容の見直しや競争性
の確保等により，委託金額及び委託費比率の低減を図
る。
【指標】
医業収益に占める人件費比率を毎年度，７０％以下とす
る。

◇ 適正な職員配置や職員の職務
能力の向上，再任用等の人材活用
の促進等により，人件費比率の低
減を図るとともに，業務委託内容の
見直しなどにより，委託費比率の低
減に努めているか。

【指標】
医業収益に占める人件費比率を毎
年度，７０％以下とする。

(3) 業務運営コストの節減
　医療材料・医薬品等の適切な管理，必要に応じた購入・
管理方法の見直し，適正な職員配置，業務委託の見直し
等により，経費の節減を図る。

イ　医療材料・医薬品等の適切な管理による節減
　医薬品，医療消耗備品等の材料の購入については，競
争性の確保，適切な在庫管理，契約品目数の標準化及
び必要に応じた購入・管理方法の見直し等に努め，購入
価格及び材料費比率の低減を図る。
　棚卸資産の効率的な活用を図るため棚卸しを行い，過
剰な在庫や使用期限の到来による廃棄が生じないよう徹
底する。
　　医薬品については，後発医薬品の導入を推進するとと
もに，適正価格による購入に向けて価格交渉に注力す
る。

◇ 購入価格及び材料費比率の低
減に努めているか。

◇ 棚卸しを行い，適正な在庫管理
をしているか。

◇ 後発医薬品の導入を推進すると
ともに，価格交渉に注力し適正価
格による購入に努めているか。
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

(3) 業務運営コストの節減等

イ　 医療材料・医薬品等の適切な管理による節減 【医業収益に対する材料費の割合】　

材料費

材料費比率

【人件費・委託費】　

　

人件費

委託費

【医業収益に対する人件費・委託費の割合】　

人件費比率

委託費比率

ハ　修繕費の節減

ニ　ＥＳＣＯ事業の推進による節減 【光熱水費の節減目標と実績】

エネルギー使用量の基準値 平成２２年度実績値

エネルギー使用量の目標値 基準値を８．０％削減

目標値を４．５％下回った

令和7年度

５８．５億円

１３．８億円

令和7年度

８２．９％

１８．６％１８．１％

令和7年度

１６．６億円

２３．５％２５．４％

令和5年度

５６．７億円

１２．３億円

１７．２億円

１７．３％

２，９００ｋｌ

２，６６９ｋｌ

令和７年度実績値（速報値） ２，５４８ｋｌ

７８．５％ ８２．１％

１１．８億円 １２．５億円

令和4年度 令和6年度

令和4年度 令和6年度

令和5年度

○　高効率ボイラー，ヒートポンプチラー，ＢＥＭＳ装置（ビルエネ
ルギー管理システム）で構成されるＥＳＣＯ事業を引き続き運用
し，エネルギー消費の節減，ＣＯ２の削減に努めた。

２６．８％ ２４．８％

令和4年度 令和6年度

１８．３億円

５３．７億円 ５７．０億円

８３．８％

○　施設・設備については，安全の確保及び良好な環境の維持
のために適切に管理するとともに，予防保全の観点から中期修
繕計画等に基づき計画的に修繕を行い，ライフサイクルコストの
低減を図った。
○　医療機器については，院内修理，整備の適切な実施等によ
り，修繕費の低減を図った。

ロ 　適正な職員配置及び業務委託の見直しによる節減
○　業務量等に応じた適正な職員配置を行った。
○　定年を超えた職員を再任用職員として雇用した。
○　業務委託については，適正な業務委託を行うために仕様の
見直しを行い，昨今の社会情勢の影響による価格上昇について
も，直近の最低賃金や物価上昇率などを参考に適正な価格とな
るよう取り組んだ。
　医事業務の遂行状況を確認し，委託業者との協議の上，遂行
状況が不十分な期間において委託費の削減を行った。

【医業収益に占める人件費比率】
Ｒ４：対中期計画89.2％，対年度計画89.2％
Ｒ５：対中期計画83.5％，対年度計画90.0％
Ｒ６：対中期計画85.3％，対年度計画97.3％
Ｒ７：対中期計画84.4％，対年度計画96.7％

○　医薬品費については，不動品目の院内採用見直し，見積合
わせによる競争性の強化，ベンチマークや他院への照会結果等
を活用した全品目の値引き交渉，在庫の圧縮，院外処方の推進
等を実施するとともに，信頼性の確保や供給の問題が少ない後
発医薬品を積極的に採用するなど，経費の削減に努めた。
○　医薬品費については，契約締結時期を４月から１０月に変更
し，ベンチマークや他院への照会結果等を活用した価格交渉を
時間をかけて実施したことで競争性の強化につながった。［Ｒ６］
○　診療材料費については，引き続き一括調達方式により，ス
ケールメリットを生かした価格交渉を実施した。また，取扱い品目
の同種同効品の整理，取扱い品目の見直し，在庫圧縮等を実施
し，経費の削減に努めた。
○　２年間使用実績のない消耗品及び診療材料について，年度
内の使用予定を各部門に確認し物品管理システムの登録品目
数の削減に取り組んだ。（消耗品約４００品目減，診療材料約２，
６００品目減）［Ｒ７］

１８．２％

令和5年度

１７．２億円
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

(5) 外部評価の活用等
　各事業年度に係る業務の実績等に関する評価の結果
等を業務改善に積極的に反映する。
　公益財団法人日本医療機能評価機構の病院機能評価
の受審・認定を通じて，継続的な質改善活動に取り組み，
業務改善や病院機能の向上を図る。

◇ 各事業年度に係る業務の実績
等に関する評価の結果等を業務改
善に積極的に反映しているか。

◇ 病院機能評価の受審・認定を通
じて，業務改善や病院機能の向上
が図られているか。

(4) 財務分析の実施
　会計処理を適切に行うとともに，医療情報システム等を
活用して財務分析を行い，経営の効率化を図る。
　他の医療・療育機関の経営情報を集積し，経営の効率
化に資する。

◇ 医療情報システム等を活用した
財務分析を実施し，経営の効率化
に取り組んでいるか。
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

(4) 財務分析の実施

(5) 外部評価の活用等 【宮城県の評価結果】

Ｓ評価 Ａ評価 Ｂ評価 Ｃ評価 Ｄ評価

なし ５項目 １１項目 なし なし

なし ５項目 １０項目 １項目 なし

なし ５項目 １０項目 １項目 なし

なし ５項目 １０項目 １項目 なし

　「Ｓ」　中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られている

　「Ａ」　中期計画における所期の目標を上回る成果が得られている

　「Ｂ」　中期計画における所期の目標を達成している

　「Ｃ」　中期計画における所期の目標を下回っており，改善を要する

　「Ｄ」　中期計画における所期の目標を下回っており，業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める

【病院機能評価認定状況】

バージョン 機能種別版評価項目３ｒｄＧ：Ｖｅｒ．３．０

機能種別

認定期間 令和５年１１月１日から（５年間）

※ 初回認定は，平成２５年１１月１日。今回は，認定３回目。

受審日

審査結果 Ｓ評価３項目，Ａ評価８１項目，Ｂ評価４項目，Ｃ評価なし

Ｓ評価項目 ［１．１．４］　患者支援体制を整備し，患者との対話を促進している

［１．６．１］　施設・設備が利用者の安全性・利便性・快適性に配慮されている

［１．６．２］　療養環境を整備している

　「Ｓ」　秀でている　

　「Ａ」　適切に行われている

　「Ｂ」　一定の水準に達している

　「Ｃ」　一定の水準に達していない

暫定評価期間業務実績（R4～6）

令和５年度業務実績

一般病院２（主として，二次医療圏等の比較的広い地域において急性期医療を中心
に地域医療を支える基幹的病院）

令和５年９月２１日・２２日訪問審査

令和４年度業務実績

令和６年度業務実績

○　月次決算を行い，毎月の財務状況を把握するとともに，経営
指標に基づく財務分析を実施し，病院運営管理会議，部門長会
議，診療科長会議等において，その状況を報告し，経営状況を
周知するとともに，経営を考慮した業務運営に努めた。

○　県の「業務実績に関する評価結果」，公益財団法人日本医
療機能評価機構の病院機能評価の評価内容等を活用し，業務
改善や病院機能の向上に取り組んだ。
○　病院機能評価については，病院機能評価受審対策チームが
中心となって病院全体で計画的に受審準備に取り組んだ。９月に
機能種別版評価項目３ｒｄＧ：Ｖｅｒ．３．０の訪問審査を受け，更新
認定を受けた。前回の評価と比較しA評価項目数が増加（Ｂ評価
項目数が減少）し良好な評価を得た。［Ｒ５］
　「認定期間中の確認（期中の確認）」としての現状確認，自己評
価に取り組み，業務改善や病院機能の向上を図った。また，日本
医療機能評価機構が主催する病院機能改善支援セミナーに参
加するなど，情報収集に努めた。
○　身体拘束適正化など，受審を通じて把握した要改善事項等
の改善に向けて継続的に取り組んだ。［Ｒ６］
○　病院機能評価「認定期間中の確認（期中の確認）」としての
現状確認，自己評価に取り組み，業務改善や病院機能の向上を
図った。また，日本医療機能評価機構が主催する病院機能改善
支援セミナーに参加するなど，情報収集に努めた。［Ｒ７］
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

１　使用料及び手数料
　理事長は，使用料及び手数料として，次に掲げる額を徴
収する。
(1)　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第７６条第２項
の規定により厚生労働大臣が定める算定方法（診療報酬
算定方法）により算定した額
(2)　健康保険法第８５条第２項及び第８５条の２第２項の
規定により厚生労働大臣が定める基準（食事療養及び生
活療養費用算定基準）により算定した額
(3)　 (１)及び(２)以外のものについては，別に理事長が定
める額

２　使用料及び手数料の減免
　理事長は，特別の事情があると認めたときは，使用料又
は手数料の全部又は一部を減免することができる。

第９　積立金の処分に関する計画 ◇ 積立金の使途は適正か。

　中期目標期間の最終事業年度終了後，地方独立行政
法人法（平成１５年法律第１１８号）第４０条第４項に該当
する積立金があるときは，将来の病院建物の大規模修
繕，改築，医療機器の整備等に充てる。

　決算において剰余金が生じた場合は，将来の病院建物
の大規模修繕，改築，医療機器の整備等に充てる。

◇ 剰余金が生じた場合，その使途
は適正か。

３　資金計画
　別紙３のとおりとする。

　中期目標期間中の計画はない。

第７ 前記の財産以外の重要な財産を譲渡し，又は担保に
供する計画

◇ 計画がないため，評価省略

第８　剰余金の使途

２　想定される理由
　医療機器の更新及び施設の修繕等を想定した資金繰
資金の支払に対応するため。

第６　出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産
の処分に関する計画

◇ 計画がないため，評価省略

　中期目標期間中の計画はない。

第10　料金に関する事項 ◇ 評価項目なし

第４　予算，収支計画及び資金計画

　「第３  業務運営の改善及び効率化に関する目標」
で定めた事項に配慮した中期計画の予算を作成し，
当該予算による運営を実施することにより，各事業年
度において，経常収支比率を１００％以上とすること。
【指標】
経常収支比率を毎年度，１００％以上とすること。（前
中期目標期間実績：平成３０年度９９.７％，令和元年
度１０３.２％，令和２年度
９９.９％）

　「第３　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成
するためにとるべき措置」で定めた計画を着実に実施する
ことにより，財務内容の改善を図る。
【指標】
経常収支比率を毎年度，１００％以上とする。
医業収支比率を毎年度，６８％以上とする。

◇ 財務内容について，指標の達成
に向けて取り組んでいるか。

【指標】
経常収支比率を毎年度，１００％以
上とする。

医業収支比率を毎年度，６８％以
上とする。

◇ 収支計画等について，計画と実
績を比較して乖離が生じていない
か。生じている場合，その理由は合
理的なものか。

２　収支計画
　別紙２のとおりとする。

第４　財務内容の改善に関する目標

第５　短期借入金の限度額 ◇ 短期借入金について，借入理由
や金額は適正か。

１　限度額
　５億円とする。

１　予算
　別紙１のとおりとする。
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

【経常収支比率及び医業収支比率】

経常収支比率

　 医業収支比率

【短期借入金の借入状況】

○　短期借入金はなかった。

○　計画はなかった。

○　計画はなかった。

○　計画はなかった。

第10　料金に関する事項

（省略）

令和7年度

なし

―

―

令和7年度

９７．０％

６９．５％

１００．０％ ９３．４％

― ― ―

令和6年度

９４．９％

６７．９％

借入期間

第６　出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処分
に関する計画

第７　前記の財産以外の重要な財産を譲渡し，又は担保に供す
る計画

第８　剰余金の使途

○　利益剰余金は生じなかった。

なし

６８．６％ ６６．７％

※ 令和元年度に，医業収支比率の計算式を見直し，過年度実績も改めた。
　厚生労働省に従い，「医業収益÷医業費用」を用いる。

なし

―

令和4年度 令和5年度

なし

――

第９　積立金の処分に関する計画

借入先

借入金総額

令和6年度

令和4年度 令和5年度

第４　予算，収支計画及び資金計画

第５　短期借入金の限度額

【経常収支比率】
Ｒ４：対中期計画100.0％，対年度計画100.0％
Ｒ５：対中期計画93.4％，対年度計画95.7％
Ｒ６：対中期計画94.9％，対年度計画100.9％
Ｒ７：対中期計画97.0％，対年度計画98.9％

【医業収支比率】
Ｒ４：対中期計画100.9％，対年度計画92.2％
Ｒ５：対中期計画98.1％，対年度計画92.8％
Ｒ６：対中期計画99.9％，対年度計画98.8％
Ｒ７：対中期計画102.2％，対年度計画97.1％

○　経常収支比率については，令和４年度に１００％以上を達成
した。
○　医業収支比率については，令和４年度及び令和７年度に６
８％以上を達成した。
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

(3) 適切な人事評価の実施
　人事評価制度を適時見直し，制度に基づいた適切な人
事評価を行うとともに，職員のモチベーションの高揚や意
識改革につながる取組を推進する。

◇ 人事評価制度を適時見直し，制
度に基づいた適切な人事評価を
行っているか。

◇ 職員のモチベーションの高揚や
意識改革につながる取組がなされ
ているか。

　県民のニーズに的確に対応しつつ業務運営の一層
の効率化を図り，かつ，高度な専門知識と技術に支
えられた良質で安全な医療・療育を提供するため，中
長期的な視点の下，適切な人員を計画的に確保し，
専門性の向上及び組織の活性化に配慮した人材の
育成に努めること。
　また，業務・業績に対するより適切な人事評価を行
うため，定期的に人事制度の見直し等に取り組むとと
もに，職員のモチベーションを高めていくための取組
を推進すること。
【指標】
障害者雇用率 を毎年度，法定雇用率以上とするこ
と。（前中期目標期間実績：平成３０年度１.７６％，令
和元年度２.１８％，令和２年度１.６７％）

(2) 人材育成に関する方針
　教育研修事業や臨床研究支援体制の充実により，職員
一人一人の専門性の向上を図る。
　外部研修機関が実施する研修事業等を活用し，人材の
育成を図る。
　組織の活性化と職員のキャリア形成に資する人事ロー
テーションを実施する。

◇ 人材の育成のため，研修や組
織の活性化と職員のキャリア形成
に資する人事ローテーションが実施
されているか。

第５  その他業務運営に関する重要目標 第11　その他業務運営に関する重要目標を達成するため
にとるべき措置

１　人事に関する事項 １　人事に関する計画

(1) 人事に関する方針
　高度な専門知識と技術に支えられた良質で安全な医
療・療育を提供するため，中長期的な視点の下，適切な
人員を計画的に確保・配置する。
　多様化する業務に対応し，豊富な経験と知識に裏打ちさ
れたノウハウを活用するため，退職者の再任用等を促進
する。
【指標】
障害者雇用率が毎年度，法定雇用率を達成するように努
める。

◇ 良質で安全な医療・療育を提供
するため，中長期的な視点の下，
適切な人員を計画的に確保・配置
しているか。

◇ 退職者の再任用等を促進してい
るか。

◇ 指標の達成に向けて，どのよう
な手法により障害者雇用を推進し
ているか。

【指標】
障害者雇用率が毎年度，法定雇用
率を達成するように努める。
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

(1) 人事に関する方針 【医師・看護職員等の職員数（常勤役職員）】

歯科医師

後期・専門研修医

看護師・助産師

【再任用職員数】

【障害者雇用率】

不足雇用者数

※ ３月末日の ― １５人 １５人 １５．５人

　　換算後雇用者数 ― ３．３１％ ３．２６％ ２．９５％

(2) 人材育成に関する方針 【職員研修体系】

【宮城県公務研修所主催研修受講状況】

主事･技師研修

主査級研修

主任主査級研修

班長研修

【東北自治研修所主催研修受講状況】

(3) 適切な人事評価の実施

２７人

R7.3.31

令和7年度

５人

７人

７人

２人

３人

令和7年度

５３６．０人

２．８０％

１５人

１６人

０人

２．９９％

４人

１人

４人

２．６０％ ２．８０％

算定対象職員数

２１人

２人

R6.3.31

２人

法定雇用率

R8.3.31

R8.3.31

６３人

２人

２７人

３６３人

４人

令和5年度

令和4年度 令和6年度

６人 ２人

３人

選択制研修 ７人 ０人

令和4年度 令和6年度

８人

令和7年度

０人

１３人

２人１人

令和5年度

３人

５人 ２人

３．６２％

種　類 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

職場研修 職員の日常業務を通じて，その職務を遂行する上で必要な知識や技術等を修得さ
せることを目的に，院長が行う研修

○　職員の業績や能力を給与等にきめ細かく反映させるため，人
事評価制度を適切に実施した。また，その実施過程において，所
属長が職員と個別に面談を行い，病院運営上の課題や業務上
の課題などの情報の共有化を図り，職員のモチベーションの高
揚や意識改革につなげた。

３人

０人

４５５．５人

３人 ２人

職　種 R5.3.31

１９人

R7.3.31

６８人６６人

職　種 R5.3.31

３人 ３人

事　　務　　系

３６８人

４３６．５人

２．１８％

換算後雇用者数 １７人

特別研修
法人業務の円滑な遂行に必要な専門的・実務的知識や専門技術等
を修得させることを目的に，理事長が行う研修又は他の研修機関等
に派遣して行う研修

４７０．０人

２．６０％

０人

法人研修 一般研修 職員として必要な一般的知識等を修得させることを目的に，理事長
が行う研修又は他の研修機関等に派遣して行う研修

医師（研修医を除く） ６４人

法定雇用率達成のた
めの必要数

１１人

９．５人

２人

令和4年度

技　　術　　系

２人

１　人事に関する計画

○　高度な専門知識と技術に支えられた良質で安全な医療・療
育を提供するため，専門性の向上に配慮した人材の確保と適正
配置に努めるとともに，効率的な組織運営に努めた。
○　オープンホスピタルの開催，就職セミナーへの参加などオン
ラインを活用した採用活動を行い，質の高い医療・療育サービス
の提供に対応できる職員を確保するため，当院の情報を発信し，
次年度採用予定者数を確保した。
○　障害者雇用率の達成に向けて取り組み，ハローワーク等関
係機関と連携により採用活動を進めた結果，雇用率は良化した。

【障害者雇用率】
Ｒ４：対中期計画83.8％，対年度計画83.8％
Ｒ５：対中期計画76.2％，対年度計画76.2％（6月）
　　  対中期計画127.3％，対年度計画127.3％（3月）
Ｒ６：対中期計画129.3％，対年度計画129.3％
Ｒ７：対中期計画106.8％，対年度計画106.8％

３４５人

実雇用率（６月時点）

１．５人

２人

３６０人

R6.3.31

１人

令和5年度

２人

令和6年度

１．９８％

９人

２人

○　職員の資質の向上並びに勤務能率の発揮及び増進を図り，
法人業務の円滑な推進に資することを目的とし，平成３１年４月
に施行した「職員研修規程」に基づき，研修を体系化し，継続的
かつ効果的な推進を図っている。
○　幅広い人材育成が期待できる宮城県公務研修所主催の「階
層別研修」及び「選択制研修，東北自治研修所主催の「目的別
研修」の受講を積極的に進めた。
○　年度内に階層別研修を受講できなかった職員については，
次年度に受講できるよう宮城県公務研修所と調整を図っている。

１１人

第11　その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとる
べき措置

１２人

目的別研修
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【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

（新設）

３　情報セキュリティ対策に関する事項 ３　情報セキュリティ対策に関する計画

　定期的に職員の満足度調査及びメンタルヘルスケ
アを実施するなど，日常業務の質の向上を図ること。
　職員のワークライフバランスを推進するため，多様
な雇用形態を導入するとともに，職員のニーズに対応
した院内保育所の運営に努め，職員が安心して働くこ
とができる就労環境を整備すること。
　令和６年度からの「医師の働き方改革」に向け，医
師等の時間外労働縮小に取り組むこと。

　日常業務の質の向上を図るため，職員の心身の健康状
態を把握し，メンタルヘルス不調の早期発見と未然防止
に活用するメンタルヘルスケア等を実施する。
　多様な雇用形態を導入するとともに，職員のニーズに対
応した院内保育所の運営等の子育て支援を充実するな
ど，職員のワークライフバランスに十分に配慮し，職員が
健康で，生きがいを持って業務を遂行できる良好で快適
な就労環境を整備する。
　令和６年度からの「医師の働き方改革」に向け，医師等
の時間外労働縮小に取り組む。

◇ メンタルヘルスケア等を実施し，
日常業務の質の向上に取り組んで
いるか。

◇ 職員のニーズに対応した院内保
育所の運営等，職員のワークライフ
バランスに配慮し，良好で快適な就
労環境の整備や維持に努めている
か。

◇ 令和６年度からの「医師の働き
方改革」に向け，医師等の時間外
労働縮小に取り組んでいるか。

　オンラインを活用した診療，研修等を実施していくな
かでの情報及び電子カルテ等の個人情報を漏洩しな
いよう，情報セキュリティ対策に努めること。

　オンラインを活用した診療，研修等における情報の流出
や医療情報システム上の個人情報等の漏えいを防止す
るため，情報セキュリティ対策に努める。

◇ 情報セキュリティ対策に努めて
いるか。

２　職員の就労環境の整備に関する事項 ２　職員の就労環境の整備
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

【産業医による健康相談・メンタル相談（実人数）】　

健康相談件数（本人）

【看護師離職率】

【院内保育所の概要】

まほうのもり保育園

建　物　　木造平屋　２１８．６９㎡

諸　室　　乳児室２室，保育室２室，事務室，調理室

２１人（届出上の定員。入所児の年齢構成により変動あり）

［Ｒ４］通常保育利用者数１９人，一時保育延べ利用者数１人

［Ｒ５］通常保育利用者数１９人，一時保育延べ利用者数３１人

［Ｒ６］通常保育利用者数１３～１５人，一時保育延べ利用者数６人

［Ｒ７］平均利用者数１２人

【研修会開催状況】

令和４年９月１６日（金） 　オンライン

令和５年８月３１日（木） 　ハイブリッド（愛子ホール及びオンライン）

令和６年１２月２６日（木） 　ハイブリッド（愛子ホール及びオンライン）

参加者数 １７５人

令和７年１０月２０日（月） 　ハイブリッド（愛子ホール及びオンライン）

参加者数 １６２人

開催日

演題・講師
情報セキュリティ・個人情報保護研修会
「病院で働くうえで必要不可欠なデジタルリテラシーについて」
ＮＥＣフィールディング株式会社　松本　武　氏

令和7年度

６．０％

未公表

４．０％ ８．１％

入所対象

３．８％

１１．３％

開催日

演題・講師
情報セキュリティ・個人情報保護研修会
「病院で働くうえで必要不可欠なデジタルリテラシーについて」
ＮＥＣフィールディング株式会社
ソリューション事業部　ＩＣＴソリューション部　　松本　武　氏

全国平均（正規雇用） １１．８％ １１．０％

１人

メンタル相談件数（本人）　 ２４人 １３人

令和4年度 令和6年度

年次区分

利用実績

令和5年度

２人

名　　　称

１７人

○　情報セキュリティリスクに適切に対応するため，実施可能な
情報セキュリティ対策を的確に実施した。
○　医療情報システム上の個人情報等の漏えいを防止するた
め，構築したネットワークを適切に運用・管理した。
○　不正なアクセス等から情報等を適切に保護するため，ファイ
アウォール機器で不正侵入の検知と防止を行うとともに，フィルタ
リングソフト及びウイルス対策ソフト等を活用し，コンピュータウイ
ルス等の脅威に対する技術的な対策について，継続して適切に
対応している。
○　病院における情報セキュリティの対応に関連する委託業者と
ともに，障害発生時における情報システム管理室の対応を確認
し，問題点を洗い出すための訓練を実施した。［Ｒ４］
○　外部講師による全職員（委託職員を含む）を対象とした研修
会を実施し，デジタルリテラシーの向上を図った。

宮城県立こども病院の職員が養育する０歳児（満８週間）～小学校入学前の乳幼児
のうち，家庭・その他で保育すべき者がいないなど保育園で保育が必要と認められ
る者

施設規模

定　　　員

令和6年度

こども病院

開催日

演題・講師 全国地方独立行政法人病院協議会主催
「病院の情報セキュリティについて 」
 有限責任監査法人トーマツ　シニアマネージャー　石井 英明 氏

開催日

演題・講師
情報セキュリティ・個人情報保護研修会
「病院で働くうえで必要不可欠なデジタルリテラシーについて」
ＮＥＣフィールディング株式会社
ソリューション事業部　ＩＣＴソリューション部　　松本　武　氏

参加者数 １３０人

令和7年度

４人

１６人

令和4年度 令和5年度

３人

２　職員の就労環境の整備

○　職員に安全で快適な労働環境を提供するとともに，職員の健
康と福祉の増進を図るため，安全衛生委員会を開催した。
○　職員健康診断は，巡回健診及び健診施設で受診可能とし，
健診時の密を避けた。
　人間ドックや婦人科検診に協会健保の割引を適用させること
で，病院及び職員個人の費用負担の軽減を図った。
○　職員の心身の健康状態の向上を図るため，産業医による健
康相談を定期的に実施したほか，過重な労働負担に起因する
脳・心臓・精神疾患等の発症を予防するため，時間外労働時間
の多い職員に対し，産業医による面接指導を実施した。
○　ストレスチェックを実施した。
○　「職員やりがい度調査」を実施した。［Ｒ５～］
○　安全衛生研修会を開催した。
○　院内保育所を適切に運用し，子育て支援の充実を図った。

３　情報セキュリティ対策に関する計画

48



【県策定】　第５期中期目標
(令和４～７年度)

【法人作成】　第５期中期計画
(令和４～７年度)

評価の視点

　医療機器，医療情報システム及び施設の整備につ
いては，費用対効果，県民のニーズ，医療技術の進
展等を総合的に勘案し，財源を含め投資計画を策定
し，計画的な更新・整備を行うとともに，その効率的な
活用を図ること。
　特に，施設整備については，こども病院開院後，１９
年以上経過することから，１０年以上の中長期的な大
規模修繕を視野に入れ，定期的に整備計画の見直し
を行い，計画的に実施すること。

４　医療機器・施設整備に関する事項 ４　医療機器・施設整備に関する計画

(3) 大規模修繕計画
　施設整備については，１０年以上の中長期的な大規模
修繕を視野に入れ，整備計画を適時見直し，計画的に実
施する。

◇　施設整備について，１０年以上
の中長期的な大規模修繕を視野に
入れ，整備計画を適時見直し，計
画的に実施しているか。

(2) 医療情報システムの効率的活用
　電子カルテシステムを中心とした医療情報システムの業
務の標準化及び運用改善を推進する。
　電子カルテシステムと医療機器の情報連携を推進する
など，効率的な活用を図る。

◇ 電子カルテシステムを中心とし
た医療情報システムの業務の標準
化及び運用改善を推進している
か。

◇ 電子カルテシステムと医療機器
の情報連携を推進するなど，効率
的な活用が図られているか。

(1) 医療機器・施設整備計画
　医療機器，医療情報システム及び施設の整備に当たっ
ては，その目的，費用対効果，県民のニーズ，医療技術
の進展等を総合的に勘案して，財源を含む投資計画に基
づき更新・整備する｡
　中期目標期間中に整備する医療機器，医療情報システ
ム及び施設に関する計画は，別紙４のとおりとする。

◇ 医療機器，医療情報システム及
び施設整備に当たっては，費用対
効果，県民のニーズ，医療技術の
進展等を総合的に勘案して，投資
計画に基づいた更新・整備を行って
いるか。
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中期目標期間（令和４～７年度）業務実績 業務実績の参考となる指標等

(1) 医療機器・施設整備計画 【財源別医療機器整備状況】

令和4年度 整備した医療機器 （税込）

（税込）

（税込）

（税込）

令和5年度 整備した医療機器 （税込）

（税込）

（税込）

（税込）

令和6年度 整備した医療機器 （税込）

（税込）

（税込）

（税込）

令和7年度 整備した医療機器 （税込）

（税込）

（税込）

（税込）

(2) 医療情報システムの効率的活用

(3) 大規模修繕計画 【大規模修繕事業実施状況】

施設エネルギー管理定期報告会（総括） 建物・設備点検の年次報告

施設エネルギー管理定期報告会（月例） 建物・設備点検の月次報告

中期修繕計画書の更新 建築費，電気・衛生・空調設備費

【大規模工事】

令和4年度

令和5年度

令和6年度 中央監視装置周辺機器更新工事，ＬＥＤ照明更新工事，アスファルト防水工事等

令和7年度 中央監視装置周辺機器更新工事等

　　財源内訳 起　 　 債 ２８機種 ４５１，１３８千円

年度 工事の種類

１２回

随時

５８機種 ４９，０７５千円

補 助 金

９機種 １２１，３８３千円

自己資金 ２８機種 １２，９６９千円

補 助 金 ０千円

年度 区分

３７機種 １３４，３５２千円

　　財源内訳 起　 　 債

６９機種 ４７２，８０８千円

自己資金 ４１機種 ２１，６７０千円

○　整備計画に基づき，大規模工事について適切な施工管理を
図りながら工期を順守し，安全かつ着実な工事施工に努めた。

○　毎月開催している情報システム管理委員会を活用して，医療
情報システムの業務の標準化及び運用改善を推進した。
○　システムの機能強化に向けたバージョンアップを適時・適切
に実施した。
○　停電等に際に稼動する非常用電源（ＵＰＳ）の更新を完了し，
各種システム等の適切な稼働環境の整備を図った。［Ｒ６］
〇　　更新又は新たに稼動した部門システムについては，他の部
門システムへの影響の有無や電子カルテとの確実な連携を確認
しながら，大きな混乱もなく運用を開始し，継続している。
○　電子カルテシステムと医療機器との効率的な情報連携に向
けては，関係する事業者と連携して適切な運用を行った。仮想
サーバ等を導入し，活用する際の仕様の調整等を行い運用し
た。［Ｒ４～］
○　医療ＤＸの推進については，国の動向を注視しながら電子処
方せんを導入した。［Ｒ６］
　また，関係部署と連携し，ＩＣＴ機器の導入などに伴う業務効率
化や職場環境改善に関する事業計画をとりまとめた。［Ｒ７］

無停電電源装置（情報系・医療系UPS）更新工事，ダムウェーター３号機更新工事，
中央監視装置周辺機器更新工事等

放射線部空調設備更新工事，リカバリー室新設工事，中央監視装置周辺機器更新工事等

事業等の名称 開催回数 事業内容

１２機種

自己資金

機種数 金額○　医療機器については，施設・医療機器委員会での審議・決定
を経て策定した医療機器整備計画に基づき，各部署からのヒアリ
ングによる情報収集，仕様書の作成等を適切に行った上，順次，
適切に入札を行うなど計画的な調達・整備を図った。
○　第６期中期計画期間中に整備・更新が必要な医療機器及び
施設設備を取りまとめ，整備計画を策定した。

０機種

自己資金

４９７，９２６千円

２０機種 ４，８４０千円

１９２，１５８千円

　　財源内訳

７５機種

０機種 ０千円

補 助 金 ０機種 ０千円

３２機種 １９６，９９８千円

　　財源内訳 起　 　 債

１回

５４７，００１千円

４　医療機器・施設整備に関する計画

起　 　 債 １７機種

補 助 金 ０機種 ０千円
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